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第１章 事業概要 

I. 事業目的 

地政学的な資源供給途絶リスク、環境制約、さらには欧州 ELV 規則案等の規制強化の動

きが高まる中、サーキュラーエコノミー（以下 CE と記載)への移行が喫緊の課題となって

いるが、静脈企業の強みに頼ったリサイクルの高度化や、他産業での活用（カスケードリ

サイクル）を想定した取組だけでは実現困難である。CE への移行実現のためには、動脈側

が水平リサイクルをはじめとした資源循環を強く意識し、動脈静脈双方で中長期的な視野

に立って課題を共有した上で、必要な技術開発、体制の構築、材料の標準化及び制度整備

に至るまで戦略的に取り組み、「CE 時代のものづくり」へ変革する必要がある。 

本事業では、我が国の基幹産業である自動車産業において動脈企業や静脈企業単独では

実現困難な課題について、中期的な視野（概ね 2035 年）で資源循環の新たなビジネスモデ

ルを検討し、その実現に向けたアクションプラン（取組の方向性）を作成することで、関

連する取組の推進を図る。 
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II. 事業内容 

１．重点検討テーマ設定 

中期的視野（2035 年）で自動車部品や素材が Car to Car で循環するための資源循環モデ

ルの検討に向けて、中部経済産業局と協議の上、完成車メーカーの部門長等と意見交換を

行い、重点検討テーマとする資源を２テーマ設定した。意見交換は国内の完成車メーカー

１社とオンラインで実施した。 

重点検討テーマの候補とする資源は、自動車に使用される素材（樹脂、アルミニウム、

鉄、銅、ガラス等）や部品（バッテリー、磁石等）とし、その中から、アルミニウム展伸

材と駆動用モーター（磁石）を選定した。また、国際的に優先課題となっており自動車分

野での取組が活発化している樹脂についても、最新動向の情報収集を実施することとした。 

 

２．「動静脈連携による資源循環ビジネスモデル」案の作成に係る情報収集 

資源循環モデル（仮説）を検討するにあたり、自動車の資源循環や重点検討テーマに関

する政策動向、産学官パートナーシップの取組、関係主体による研究開発・実証事業、自

動車業界の取組等について文献調査を行い整理した。樹脂に関する最新動向については、

ルール整備の検討や業界の取組等が活発化している状況をふまえ、後述の情報発信セミナ

ーにて関連する政策動向や業界の取組を紹介した。 

 

３．「動静脈連携による資源循環ビジネスモデル」案の作成 

１．において重点検討テーマとした２つの資源について、情報収集した国内外動向をふ

まえ、局と協議の上、動静脈連携によって資源が循環するための理想的な資源循環モデル

（仮説）をテーマごとに作成し、その実現に向けた想定課題を整理した。 

なお、中期的視野（2035 年）で理想的な資源循環を検討するにあたっては、現行のビジ

ネス制約や商慣行にとらわれず、新たな資源循環モデル（仮説）を検討した。 

理想的な資源循環モデルの素案については、中期的視野（2035 年）で自動車部品や素材

が Car to Car で循環する仕組みの理想像を検討し、プレイヤー、それぞれの役割、資源の流

れをフロー図で表現した。想定課題については、理想像を実現するために現状何が不足し

ているのか、および関係するプレイヤーを整理した。 
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４．動脈、静脈、有識者へのヒアリング 

動静脈連携による理想的な資源循環モデル（仮説）について、関連する動脈、静脈、関

係企業、有識者へ理想像の前提条件、想定課題等についてヒアリングを行い、不足してい

る視点や役割、制度等がないか確認した。 

ヒアリング回数は、動脈、静脈、関係企業、有識者合計で 15 回を実施した（ヒアリング

先の要望により中部経済産業局のみで実施した回も含む）。また、ヒアリング先は中部経済

産業局管内（愛知県、岐阜県、三重県、富山県、石川県）に限定していないが、静脈への

ヒアリングについては東海地域の企業（4 回）、及び北陸地域の企業（2 回）、に対し実施し

た。 

 

５．動静脈キーパーソンとの意見交換会 

動静脈連携による理想的な資源循環モデル（仮説）の実現に向けた課題の解決手法につ

いて、アルミニウム展伸材をテーマに、動静脈キーパーソンとの意見交換を実施した。特

に、企業単独では難しいもの（サーキュラーパートナーズや業界団体、本省への提言が必

要な項目）について整理した。また、動脈・静脈における意見をふまえ、すり合わせが必

要な解決手法や役割等を具体化した。 

意見交換の実施方法について、機微な内容も含まれるため、中部経済産業局にて意見を

とりまとめて動静脈キーパーソンと個別に議論する方法をとり、動脈、静脈、関係企業と

し 5 者（5 回）に対面およびオンラインで実施した。 

 

６．アクションプラン作成 

意見交換の結果を踏まえ、中部経済産業局と協議の上、2035 年を想定した資源循環モデ

ル（仮説）の実現に向けた課題と解決手法を整理し、アクションの方向性まとめた。 

 

７．情報発信セミナーの開催 

当調査事業に関して、中部経済産業局と協議の上、CE に関する国内外最新動向や調査内

容などについて情報発信セミナーを実施した。 

中部地域の企業や関係団体を主な聴講対象として、名古屋駅近辺の会場を確保し、対面

及びオンライン（Microsoft Teams 使用）を併用したハイブリッド形式で開催した。 

開催にあたっては、中部地方環境事務所の協力も得て、登壇者は経済産業省職員１名、

中部地方環境事務所職員 1名、企業の外部講師２名とした。 
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セミナーの周知・広報にあたってはチラシを電子媒体で作成し、電子メール等の方法で

発信した。 

 

８．調査報告書の作成 

上記１～７．の取組を踏まえ、調査報告書を作成した。 
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第２章 事業実施結果 

I. 重点検討テーマ設定 

１．目的 

中期的視野（2035 年）で自動車部品や素材が Car to Car で循環するための理想的な資源

循環モデルの検討に向けて、完成車メーカーの部門長等と意見交換を行い、重点検討テー

マとする資源を２テーマ設定した。 

重点検討テーマの候補とする資源として、自動車に使用される素材（樹脂、アルミニウ

ム、鉄、銅、ガラス等）や部品（バッテリー、磁石等）を想定したうえで、上記の完成車

メーカーの部門長等と意見交換を実施した。 

 

２．現状の自動車リサイクルとサーキュラーエコノミーのギャップ（問題意識） 

自動車産業においては、これまでも環境配慮設計の実装、3R 推進について高いレベルで

取組んでいる。特にリサイクルの面では、現行の自動車リサイクル法でほぼ 99％の再資源

化を達成している。一方で、現状のリサイクルは他分野への用途（カスケードリサイクル）

やサーマルリカバリーも多く、水平リサイクルは殆ど実施されていない（図表 1）。 

中部地域は国内随一の自動車産業の集積地であり、将来的なサーキュラーエコノミー移

行に向けて、安定的な資源確保とともに水平リサイクルによる資源循環を考える必要があ

ると認識している。 

 

図表 1 現行の自動車リサイクルフローのイメージ 
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３．動静脈連携のアクションプランを踏まえた重点テーマの設定 

中部経済産業局は令和 5 年度事業において、自動車産業のサーキュラーエコノミーへの

移行実現に向けて、静脈企業へのヒアリングを通じ再資源化の現状を把握し、水平リサイ

クルに向けた課題を整理した。静脈側目線で整理した課題について、完成車メーカーと意

見交換を行い、動脈側目線も合わせ、アクションプラン（図表 2）を作成（サーキュラー

エコノミー移行に向けた課題を短期・中期・長期に分類）した。 

足元では、既に完成車メーカーが主導して樹脂等の再生資源を利用したものづくりの検

討が進んでいる。一方、将来的なサーキュラーエコノミー移行に向けては、現状の取組の

延長だけでなく、理想型からのバックキャストの視点も加えて効果的な動静脈連携を進め、

「資源循環」や「循環配慮設計」をより高度なレベルで実現することが必要である。 

このため、本事業においては、アクションプラン（図表 2）をもとに、完成車メーカー

または静脈企業単独では取組が困難な課題（中期的課題）についての検討を深め、中長期

視点におけるアクションプランを作成することとした。具体的には、完成車メーカーとの

意見交換を踏まえて重点テーマとする資源等を設定し、中期的視野（概ね 2035 年）で動静

脈双方による課題の共有を図り、理想的な資源循環の実現に向けた具体的なアクションを

検討することとした。 

 

図表 2 自動車産業のサーキュラーエコノミー移行に向けたアクションプラン 

 
（出所）中部地域におけるサーキュラーエコノミー移⾏の加速に向けた調査事業（令和５年度）（中部経

済産業局）より引用 
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再生資源の 

需要創出 

国内市場の健全な育成が必要な資源（プラスチック

等）を制度的に指定し、再生材利用に関する義務を拡

充する。再生材の利用等に関し取組むべき事項の明確

化や計画策定、実績報告等を義務付ける。また、特に

有用な資源を含む副産物の利用に関する義務の導入を

行う。再生材利用製品の購入インセンティブを強化す

るため、公的機関によるグリーン調達や補助制度等の

連携を図る。 

再生資源の 

供給強化 

再生プラスチックの流通量最大化や高品質化による市

場の活性化を目指し、既存のリサイクル制度における

制度的対応や、情報連携の仕組みづくりを進める。リ

サイクル事業者を「再生資源供給産業」として成長産

業にするため、必要な措置を講ずる。適切な品質管理

の下で再生材を供給する事業者を認証するプロセス認

証制度や再生材であることの確からしさを担保する認

証制度の導入を検討する。 

（出所）経済産業省 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 資源循環経済小委員会 取りまとめ

「成長志向型の資源自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関する取りまとめ」をもとに MURC 作成 

 

今後の制度的対応の方向性として、再生材利用の拡大、環境配慮設計の促進、再資源化

の促進、CE コマースの促進を掲げている（図表 6）。2025 年 2 月 25 日には、これらの制度

的対応を含む「資源有効利用促進法の一部を改正する法律案」が閣議決定され、第 217 回

通常国会に提出されることとなった。 

 

図表 6 成長志向型の資源自律経済戦略の実現に向けた今後の制度的対応の方向性 

 
（出所）経済産業省 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 資源循環経済小委員会 取りまとめ

「成長志向型の資源自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関する取りまとめ」より引用 
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１.２  資源回収インセンティブ制度 

資源回収インセンティブ制度は、2020 年度の第 51 回合同会議（産業構造審議会 産業技

術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会 自動車リサイクル WG／中央環境審議会 循環型

社会部会 自動車リサイクル専門委員会）で提案された。ASR の削減及び再資源化の高度化

を目的に、これにつながるような素材の回収に取組む解体業者等に対して、取組の程度に

応じた経済的なインセンティブを付与する制度である（預託されたリサイクル料金を原資

として想定）。2021～2022 年にかけて、自動車製造業者等や解体・破砕業者などの実務担

当者と制度に関する議論を行い、2022年 3月に中間取りまとめ、2024年 11月には最終取り

まとめ（案）が発表された（図表 7）。 

資源回収インセンティブ制度で対象となるのは、市場原理のみでは回収を行う際の事業

採算性に相当の課題がある資源とされる。具体的には、ASR 基準重量に含まれ、マテリア

ルリサイクルまたはケミカルリサイクルすることを目的として回収する樹脂とガラスが対

象となっている。なお、これ以外の資源に関しても、回収を促進させる必要性と市場原理

による採算性の確保が難しい場合には、制度における関係主体間で相談し、回収インセン

ティブ制度の対象として検討することができるとされる。 

資源回収インセンティブ付与の対象者は、ASR 基準重量に含まれる樹脂・ガラスを回収

する事業者が想定される。解体工程及び破砕工程のいずれも対象になり、また解体工程で

は、破砕業者向けの解体自動車からの資源回収と、解体自動車全部利用者向け解体自動車

等からの資源回収の双方が対象になる。実施体制によっては、回収を行う事業者と、洗

浄・破砕などを行う事業者が異なる可能性もあるため、実態に即したインセンティブの付

与を行うことも想定されている1。 

  

 
1 産業構造審議会イノベーション・環境分科会資源循環経済小委員会自動車リサイクル WG 中央環境審議

会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会 第 59回合同会議 参考資料 1「使用済自動車に係る資源

回収インセンティブガイドライン（最終取りまとめ（案））」

（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/resource_circulation/jidosha_wg/pdf/059_s01_00.pd

f）（2025 年 1 月最終確認） 
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図表 7 資源回収インセンティブ制度のイメージ 

 
（出所）産業構造審議会イノベーション・環境分科会資源循環経済小委員会自動車リサイクル WG 中央

環境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会第 59 回 合同会議 参考資料 1「使用済自動車に係

る資源回収インセンティブガイドライン（最終取りまとめ（案））」より引用 

 

１.３  第五次循環型社会形成推進基本計画 

循環型社会形成推進基本計画は、循環型社会形成推進基本法に基づいて定められた計画

である。概ね 5 年ごとに計画の見直しを行うこととされており、最新の計画である第五次

循環型社会形成推進基本計画（第五次計画）は、2024 年 8 月に閣議決定された。 

第五次計画では、循環経済への移行が、気候変動や生物多様性の保全、環境汚染の防止

等といった環境課題のみでなく、地方創生や質の高い暮らしの実現、産業競争力の強化、

経済安全保障といった社会課題の解決にもつながるものであるとしている。こうした背景

から、「循環経済への移行」を国家戦略と位置付けたうえで、重要な方向性として、以下 5

つを掲げている（図表 8）。 

 

図表 8 第五次循環型社会形成推進基本計画で掲げられた 5つの方向性 

①循環型社会形成に向けた循環経済への移行による持続可能な地域と社会づくり 

②資源循環のための事業者間連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環 

③多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現 

④資源循環・廃棄物管理基盤の強靱化と着実な適正処理・環境再生の実行 

⑤適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進 

（出所）環境省「循環型社会形成推進基本計画」（https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku.html）（2025

年 1 月最終確認）  
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自動車リサイクルに関しては、産業競争力・経済安全保障の観点で、「自動車リサイクル

における再生材利用拡大に向けた産官学連携」や「プラスチック・金属資源等のバリュー

チェーン脱炭素化のための設備の高度化の支援」など、リサイクルの高度化に関する取組

を経済産業省と連携・協力して牽引することとしている。今後の方向性として、以下の 4

点に注力していくこととしている（図表 9）。 

 

図表 9 第五次循環型社会形成推進基本計画における自動車リサイクルに関連する 4点

の取組 

 自動車向けプラスチック再生材の供給拡大に向けて、業界横断的なマテリアル

フロー分析等の調査、高品質な再生材を供給するための廃プラスチック等の設

備・装置の導入支援や実証事業等を行う。  

 使用済自動車全体の資源循環における温室効果ガス排出量を削減するため、解

体・破砕段階で回収される部品・素材等を含め現在の排出実態を早急に把握

し、排出削減対策等の必要な施策を講じていく。 

 自動車のライフサイクル全体の脱炭素化だけでなく、使用済み自動車の解体・

破砕・ASR処理プロセスからなる自動車リサイクルプロセスについても、脱炭素

化（実質排出ゼロ）を目指していく。  

 自動車リサイクルによる自動車のライフサイクルシステム全体への温室効果ガ

スの削減効果、電動化の推進等に伴う自動車リサイクルの関連事業者に及ぼす

影響や蓄電池の排出の状況等についても分析を進め、自動車リサイクル分野に

おける脱炭素戦略を検討していく。 

（出所）環境省「循環型社会形成推進基本計画」（https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku.html）（2025

年 1 月最終確認） 

 

１.４  再資源化事業等高度化法 

2024 年 3 月に「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律案」の閣

議決定がなされ、5 月に成立、同月に公布された。同法律では、脱炭素化と再生資源の質

と量の確保等の資源循環の取組を一体的に促進するため、基本方針の策定、特に処分量の

多い産業廃棄物処分業者の再資源化の実施の状況の報告及び公表、再資源化事業等の高度

化に係る認定制度の創設等の措置を講ずるものとしている。 

特に、再資源化事業等の高度化の促進に関しては、国が一括して認定を行う制度を創設

し、生活環境の保全に支障がないよう措置を講じさせた上で、廃棄物処理法の廃棄物処分

業の許可等の各種許可の手続の特例を設けることができるとしている。 

特例の内容として、3 つ（高度再資源化事業、高度分離・回収事業、再資源化工程の高

度化）がある（図表 10）。 
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２．産学官パートナーシップによる検討 

２.１  サーキュラーパートナーズ（CPs） 

2023 年 3 月に策定した「成長志向型の資源自律経済戦略」に基づき、2023 年 9 月に「サ

ーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップ」の設立と会員の募集が開始さ

れ、同年 12 月に設立総会が開催された。設立総会では、同パートナーシップは「サーキュ

ラーパートナーズ（CPs）」と命名されることも発表された。 

CPs では、経済合理性を確保したうえで循環経済を実現するためには、ライフサイクル

全体に関連する主体が連携し、取組を拡張させていくことが重要であるとの問題意識のも

と、循環経済の実現に向けて野心的・意欲的に取組む国、自治体、大学、企業・業界団体、

関係機関・団体等の主体間の連携を促し、必要な施策を検討することを目的としている。 

2025 年 2 月時点では、3 つの WG（ビジョン・ロードマップ、サーキュラーエコノミー

情報流通プラットフォーム、地域循環モデル）が設置されている。また、ビジョン・ロー

ドマップの下部には、領域別 WG（鉄鋼、プラスチック容器包装、清涼飲料用の PET ボト

ル循環、電気・電子製品、建設）が設置されている。さらに、今後は標準化、マーケティ

ング、プロモーション、国際連携、技術検討等についても順次検討を実施していくとして

いる（図表 11、図表 12）。 

 

図表 11 サーキュラーパートナーズの目的と設置 WG 

 
（出所）経済産業省「サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップについて」より引用 
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２.２  データ活用・流通基盤の整備 

２.２.１  ウラノス・エコシステム 

我が国では、「Society5.0」を実現していくため、様々なつながりによって新たな付加価

値の創出や社会課題の解決がもたらす「Connected Industries」を実現するための取組が進め

られてきた。こうした成果もあり、企業間でデータを共有して活用する取組は普及しつつ

あるものの、脱炭素や人手不足、災害激甚化といった社会課題の解決や産業構造の変革に

よる経済成長を実現するには、企業や業界、国境を越えて、データを共有して活用できる

ようにする必要がある。 

そこで、経済産業省は、関係省庁や独立行政法人情報処理推進機構のデジタルアーキテ

クチャ・デザインセンター、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構とと

もに、運用及び管理者が異なる複数の情報処理システムの連携の仕組みに関して、アーキ

テクチャの設計、研究開発・実証、社会実装・普及の取組を進めてきた。2023 年 4 月には

こうしたデータ連携に関する取組（イニシアティブ）を「Ouranos Ecosystem（ウラノス・

エコシステム）」と命名した。 

このうち、サプライチェーン間での情報連携に関する先行ユースケースとして、欧州バ

ッテリーパスポートへの対応を念頭に、蓄電池が対象とした検討が進んでいる。既にサプ

ライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドラインが発行されている。また、デ

ータ連携システムの運用及び管理を行う事業者のうち、DX 認定制度の認定基準に加え、

安全性・信頼性、事業安定性、相互運用性の基準を満たす者を認定する制度を策定し、

2024 年 9 月には、一般社団法人自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センターが「公益デ

ジタルプラットフォーム運営事業者」として国内で初めて認定された。今後、欧州 Catena-

X（欧州等における自動車のバリューチェーン全体でデータを共有する枠組み）を始め、

海外プラットフォームとの相互運用性確保等に取組むことが期待される（図表 13）。 

また、こうした成果を活用し、CPs では、製品・素材ごとに定められる欧州デジタル関

連法規制に対応するほか、将来的にはサーキュラーエコノミーの加速による、日本におけ

る新ビジネスを活性化することを企図して、特定領域（製品・素材）における情報流通の

在り方を早期に明らかにすることを目的に、特定領域におけるサーキュラーエコノミー情

報流通プラットフォームの要件定義のテーマ募集を開始している2。 

  

 
2 サーキュラーパートナーズウェブサイト 

（https://www.cps.go.jp/article/a04GA00001KbCcQYAV/%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%A0%98%E5%9F%9F

%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%82%AD%E3%83%

A5%E3%83%A9%E3%83%BC%E3%82%A8%E3%82%B3%E3%83%8E%E3%83%9F%E3%83%BC%E6%83

%85%E5%A0%B1%E6%B5%81%E9%80%9A%E3%83%97%E3%83%A9%E3%83%83%E3%83%88%E3%83

%95）（2025 年 3 月最終確認） 
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図表 13 ウラノス・エコシステムにおけるサプライチェーンデータ連携基盤の構造 

 
（出所）独立行政法人情報処理推進機構「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドラ

インβ版（蓄電池 CFP・DD 関係）」より引用 

 

２.２.２  次世代製品含有化学物質情報・資源循環プラットフォーム（CMP) 

製品含有化学物質に関わる法規制は、製品環境規制（EU ELV 指令、EU RoHS 指令等）

から、化学物質規制（米国 TSCA、EU REACH 規則等）における化学物質のライフサイク

ル管理につながり、近年は、循環経済移行に向けた規制（EU 廃棄物枠組み指令に基づく

SCIP データベースなど）に拡張している。こうした動きに伴い、管理対象となる化学物質

の範囲拡大や閾値等の詳細化が進み、対応に係る負荷軽減が課題となっている。 

そこで、川上から川下までのシームレスな情報伝達や規制変更時に必要な再調査に係る

労力の抑制、資源循環や循環経済に係る情報伝達への対応を目指して、CMP の構築に向け

た検討が進んでいる。現在、製品に含まれる化学物質に加え、デジタル製品パスポート

（DPP）で必要となるバリューチェーンでの資源循環情報（部品リユース、再生材含有率、

純度等）の伝達が可能なデータ連携基盤の構築を目指し、化学品、電機電子、自動車等に

かかるタスクフォース活動を 60 企業・団体で推進している（2025 年 1 月現在）。 

先行するウラノス・エコシステムと連携して、2025 年度にかけてシステム基本設計、シ

ステム開発、運用テスト、大規模実証を計画している（図表 14）。電機電子、自動車業界

との連携から着手し、順次対象とする業界を拡大して「業界横断型」とすることを目指し

ている。また、国際規格（IEC/ISO 82474：Material Declaration）の内容（資源循環情報を含

む）を反映させることや、国際的に既に展開されている製品含有化学物質情報に関する基

盤と連携することで、国際的な連携を図っていくこととしている。さらに、2025 年度から
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静脈系（リサイクル情報）の検討も開始予定である3（図表 15）。 

 

図表 14 ウラノス・エコシステムと連携した CMPの実現イメージ 

 
（出所）化学物質審議会、産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会化学物質政策小委員会 合同

会議資料 8「CMP 構想の進捗について」より引用 

 

図表 15 CMP構築に向けた想定スケジュール（案） 

 
（出所）化学物質審議会、産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会化学物質政策小委員会 合同

会議 資料 8「CMP構想の進捗について」より引用  

 
3 化学物質審議会、産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会化学物質政策小委員会 合同会議資料

8「CMP構想の進捗について」

（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/chemicals/pdf/002_08_00.pdf）（2025 年 3 月閲覧） 
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４．自動車業界における取組動向 

４.１  一般社団法人日本自動車工業会（中長期ロードマップ） 

一般社団法人日本自動車工業会では、特にプラスチックリサイクルの機運の高まりを受

けて、自動車業界としての取組の加速や、社会全体における再生プラスチック等の供給体

制の整備と活用促進に向けて、再生材の供給・活用促進を目指した「2050 年長期ビジョン

と中長期ロードマップ」を策定した4。 

中長期ロードマップのなかでは、2030年に再生プラスチック供給量を年間 2.1万 tonとす

ること、2035 年にはサステナブル・プラスチックの利用率を 15%以上とすること、2040 年

にはサステナブル・プラスチックの利用率を 20%以上とすることを目標として掲げている。

そのため、2026 年～2030 年にかけては動静脈一体となった品質・供給の基盤づくり、2031

年から 2035年には再生材の本格採用と各種技術の進展、2036年以降は他産業品やケミカル

リサイクル品等の活用拡大を進めていく方針としている。 

金属類に関しては、精錬メーカー等での新たな活用化技術の進展等を踏まえて、2030 年

頃に再生金属類の目標値を設定することとしている。特に、自動車における使用量の多い

鉄とアルミニウムを優先的に検討することが想定される。また、目標値の設定以降、2031

年頃から 2035年頃にかけて品質試験や調達インフラの整備を行い、2036年頃から車両開発

を実施、2040 年に目標数値の達成を目指すものとしている（図表 20）。 

 

図表 20 中長期ロードマップ（一般社団法人日本自動車工業会） 

 
（出所）一般社団法人日本自動車工業会「再生材活用促進に向けた自工会の取組みについて－2050年 長

期ビジョンと中長期ロードマップ（含む 自主目標値）－」より引用  

 
4 一般社団法人日本自動車工業会「再生材活用促進に向けた自工会の取組みについて－2050年 長期ビジ

ョンと中長期ロードマップ(含む 自主目標値)－」

（https://www.jama.or.jp/operation/ecology/recycle/pdf/promote_use_of_recycled_materials.pdf）（2025 年 1 月最

終確認） 
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４.２  一般社団法人日本自動車部品工業会（CE 検討準備チーム・CE タスク

フォース） 

一般社団法人日本自動車部品工業会でも、循環経済への移行に対応していくために、

2023 年 6 月に「CE 立上げ準備チーム」を設置した（図表 21）。2023 年度は、欧州 ELV 規

則の把握やパブリックコメントの検討、ロードマップ検討、政府への働きかけ、一般社団

法人自動車工業会との連携推進などに取り組んだ。 

 

図表 21 一般社団法人日本自動車部品工業会「CE立上げ準備チーム」の活動目的 

 
（出所）一般社団法人日本自動車部品工業会「サーキュラーエコノミーの動向と JAPIA の取組み」

（https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/kankyo/DL/2023/%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%82%AD%E3%8

3%A5%E3%83%A9%E3%83%BC%E3%82%A8%E3%82%B3%E3%83%8E%E3%83%9F%E3%83%BC%E3%81

%AE%E5%8B%95%E5%90%91%E3%81%A8JAPIA%E3%81%AE%E5%8F%96%E7%B5%84%E3%81%BF.pdf

）より引用 

 

また、2023 年 12 月には「CE タスクフォース」を立ち上げ、目指す姿を実現するための

課題解決のため、3つのWG（ロードマップ検討、市場検討、渉外）での検討を進めている

5。 

  

 
5 一般社団法人日本自動車部品工業会「日本の自動車部品産業 2024」

（https://www.japia.or.jp/files/user/japia/library/jidousyabuhinsangyo/nihonnnojidousyabuhinsangyo2024.pdf）

（2025 年 2 月閲覧） 
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４.３  一般社団法人 Circular Core 

一般社団法人 Circular Core（サーキュラー・コア）は、2024 年 8 月に設立された。トヨ

タ自動車株式会社、豊田通商株式会社、株式会社アイシン、株式会社デンソー、株式会社

豊田中央研究所の 5 社を中核企業として、トヨタグループ 10 社を会員企業とする法人であ

る（図表 22）。 

自動車材料及び部品等のサプライチェーン全体の連携によるサーキュラーエコノミーの

健全な発展により新たな価値を創造し、地球環境に優しい持続可能なモノづくりを推進す

ることを目的としており、4つの事業を実施することとしている（図表 23）6。 

 

図表 22 一般社団法人 Circular Core の事業内容 

【一般社団法人 Circular Core の事業内容】 

(1) 自動車材料、部品及びサプライチェーン全体のサーキュラーエコノミーに関する市

場調査 

(2) 自動車材料、部品及びサプライチェーン全体のサーキュラーエコノミーに関する最

新の技術動向やビジネスに関する調査・仮説立案及び実証 

(3) 自動車材料、部品及びサプライチェーン全体のサーキュラーエコノミーに関する内

外関係機関等との交流及び協力 

(4) 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事業 
（出所）一般社団法人 Circular Core ウェブサイト（https://circular-core.jp/）（2025 年 2 月最終確認） 

図表 23 一般社団法人 Circular Core の参画企業 

【参画企業一覧（幹事企業）】 【参画企業一覧（正会員）】 

 トヨタ自動車株式会社 

 豊田通商株式会社 

 株式会社アイシン 

 株式会社デンソー 

 愛知製鋼株式会社 

 株式会社ジェイテクト 

 豊田合成株式会社 

 株式会社豊田自動織機 

 トヨタ車体株式会社 

 株式会社豊田中央研究所 

 トヨタ紡織株式会社 

（出所）一般社団法人 Circular Core ウェブサイト（https://circular-core.jp/）（2025 年 2 月最終確認） 

 

  

 
6 一般社団法人 Circular Core ウェブサイト（https://circular-core.jp/）（2025 年 2月最終確認） 
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５．素材別の取組動向 

５.１  アルミニウム 

５.１.１  自動車におけるアルミニウムリサイクルを取り巻く状況 

アルミニウムは軽量で耐久性が高く、加工性も高いことから、様々な産業で利活用され

ている。特に自動車産業においては、自動車の燃費向上や排出ガスを削減するために、車

体の軽量化に取り組んでいるが、アルミニウム合金は鉄に比べて約 1/3 の重量でありなが

ら、外板パネルに使用される軟鋼板より比強度も高いことから、アルミニウム合金は様々

な部品で利活用されている。 

ただし、アルミニウムの製造には大量の電力が必要であり、環境負荷が高いため、再生

アルミの使用を拡大することが重要視されており、既に取組が進められている。 

アルミニウム合金は展伸材と鋳造材に分けられ、展伸材とは圧延、鍛造、押出し等の展

伸加工が可能なアルミニウム合金であり、鋳造材は溶かして凝固させて使用する合金であ

る。 鋳造材は既にほぼ 100%がアルミニウムのスクラップを原料としたリサイクルが実現

している（図表 24 中青の矢印）一方で、展伸材におけるリサイクルはアルミ缶やアルミサ

ッシ以外ではほとんど実現に至っておらず、リサイクル率としても約 10%程度と低い状況

にある7。これは、展伸材では添加する金属種の組成の割合が小さいため、製造時の成分調

整が厳密に求められることが要因となっている。 

自動車向けのアルミニウムの出荷量については、2021 年時点でダイカスト（鋳造品の一

種）及び鋳造品が約 3/4 を占め、約 1/4 が展伸材となっている（図表 25）。自動車に使用さ

れるアルミニウム鋳造品の多くがエンジンブロックや駆動装置等に使用されているため、

EV 化の進展に伴う需要の減少が予測される8。一方で、ボディパネルに使用されるような

アルミニウム展伸材は、今後も車両や部品の軽量化に伴い、需要が拡大することが見込ま

れるが、先述のとおり自動車向けアルミニウム展伸材のリサイクルには課題がある。 

我が国では、「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略9」において、アル

ミスクラップを、自動車の車体等にも使用可能な素材へとアップグレードする技術を開発

しアルミ展伸材の資源循環率を 2050 年に 50％まで拡大することを目標として設定してお

り、今後のリサイクルの促進が期待される。 

  

 
7 一般社団法人日本アルミニウム協会「アルミニウム VISION 2050」 

（https://www.aluminum.or.jp/vision2050/pdf/VISION2050_document.pdf）（2025 年 3月最終確認） 

8 一般社団法人日本ダイカスト協会「新ダイカスト産業ビジョン」

（https://www.diecasting.or.jp/gaiyo/pdf/new_diecast_vision_v2.pdf）（2025 年 3月最終確認） 

9 内閣官房ほか「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

（https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005-3.pdf）（2025 年 2月最終確認） 
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図表 24 日本におけるアルミニウムのマテリアルフロー（2016年） 

 
（出所）NEDO TSC Foresight Vol.35「資源循環（プラスチック、アルミニウム）分野の技術戦略策定に向

けて」（2019年）より引用 

 

図表 25 自動車向けアルミニウム製品用途別需要構成（2021 年） 

 
（出所）一般社団法人 日本アルミニウム協会 HP（https://www.aluminum.or.jp/jidosya/japanese/02/2.html）

より引用 

 

５.１.２  産学官パートナーシップによる検討 

（1）公益財団法人富山県新世紀産業機構（とやまアルミコンソーシアム） 

富山県では、アルミニウムに関係する県内企業、大学、高専、研究機関が連携し、アル

ミニウムの特性を活かす研究開発の推進、大学や高専のシーズを活かしたアルミ産業分野

における新事業創出、次世代人材の育成や海外研究者との交流などを行う「とやまアルミ

コンソーシアム」事業を推進している10。 

「アルミコンソーシアム推進委員会」の会長は富山県知事が務め、富山大学や富山県立

大学、関連業界団体（富山県機電工業会、富山県アルミ産業協会、富山県プラスチック工

業会）、富山県や関係団体（富山県商工労働部、富山県新世紀産業機構、富山県産業技術研

究開発センター、富山県総合デザインセンター）から構成されている。また、事業運営主

 
10 とやまアルミコンソーシアムウェブサイト（https://www.tonio.or.jp/alumi）（2025 年 3 月最終確認） 
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関する技術革新の 3 つの段階で、2030 年までにアルミニウム展伸材の循環利用率を 30%ま

で、2050年までに同比率を 50%まで高めるとしている（図表 31）。 

また、技術革新に関しては 3 つの軸のもと取組むとしている（①資源循環の技術革新、

②金属組織の設計に関する技術革新、③接合に関する技術革新）。このうち、①資源循環の

技術革新に関しては、展伸材におけるリサイクル材の利用を可能にするため、固体での選

別、溶融状態での不純物除去、不純物前提の鋳造圧延、加工での不純物起因の晶出物粒子

の微細分散の技術革新により、アルミニウムの資源循環に関する新たな技術体系を確立す

ることを目指している。 

 

図表 31 アルミニウム展伸材における循環使用率の向上の道筋  

 
（出所）一般社団法人日本アルミニウム協会資料アルミニウム VISION2050

（https://www.aluminum.or.jp/vision2050/pdf/VISION2050_summary.pdf）より引用 

 

2）アルミニウム技術戦略ロードマップ 

一般社団法人日本アルミニウム協会では、定期的に「アルミニウム技術戦略ロードマッ

プ」を発行している14。2022 年 5 月に発表された最新版（アルミニウム技術戦略ロードマ

ップ（2022））では、①材料技術・組織制御技術・加工技術の確立、②資源生成・循環技術

の確立、③利用拡大技術の確立（アルミニウムの高性能化と新機能の発現）を大きな柱と

して設定している（図表 32）。 

特に資源生成・循環技術の確立に係る戦略目標として、全ての材料の中で一番のエコマ

テリアルとしての地位確立のため、展伸材の再生材使用率の増加による資源循環を強化す

るとともに、近い将来枯渇が懸念される、またはリサイクル時に除去しにくい合金添加元

 
14 一般社団法人日本アルミニウム協会「アルミニウム技術戦略ロードマップ」

（https://www.aluminum.or.jp/roadmap/）（2025 年 3 月最終確認） 
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５.２  駆動用モーター（磁石） 

５.２.１  自動車における駆動用モーター（磁石）のリサイクルを取り巻く状

況 

自動車の駆動用モーターには、磁石としてネオジムなどの希土類元素が使われており、

資源確保や環境負荷低減、経済性の向上といった観点から、リサイクルが求められている。 

磁石として利用されるネオジムやジスプロシウムなどは特定の国に産出が偏っており、

特に中国が世界の供給の大部分を占めている。そのため、国際情勢や輸出規制の影響を受

けやすく安定的な調達にリスクがある。日本ではこれらの資源を産出することはできない

上、電動車の駆動用モーターをはじめとした永久磁石の関連製品の需要増大が予測されて

おり、将来的な供給途絶リスクの拡大も想定されるため、使用済み磁石を回収し、国内で

循環利用することが資源確保の観点から重要である。 

 

５.２.２  国内政策動向（ルール整備） 

（1）新・国際資源戦略 

総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会では、2020 年 3月に「新・国際資源戦略策

定に向けた提言」をまとめている。同提言では、エネルギー政策に関する「3E+S（安定供

給、経済効率性、環境適合、安全性）」の達成に向けて、昨今のグローバルな構造的変化に

向けた戦略的な対応が重要としている。特に、中東情勢や特定国における資源の寡占化、

大国間での貿易摩擦などの地政策的な情勢変化に対する懸念を示している15。 

このうち、レアメタルは電動車や IoT の進展等、脱炭素社会に必要とされる先端産業で

用いられるデバイス等（電池、モーター、半導体等）で不可欠なものであり、欧米や中国、

新興国との間で資源獲得競争の激化が見込まれるなか、安定供給が一層重要な課題になる

とされている。他方、例えばコバルト鉱石生産の約 6 割はコンゴ民主共和国、製錬工程は

中国が約 6 割の能力、タングステン鉱石は 9 割以上、蛍石鉱石は 6 割以上が中国で生産さ

れている状況にあり、日本も多くを中国からの輸入に依存している。また、米中貿易摩擦

により、中国が米国への対抗措置として、レアアース輸出制限を検討する動きがあること、

銅も中国が世界最大の地金生産国であること、日本における銅鉱石の最大輸入国であるチ

リでも政治的な混乱が発生していること等、鉱物資源の調達には多くの問題を有している。 

こうした問題に対応するため、同提言では、鉱種ごとの戦略的な資源確保策の構築、供

給源多角化の促進、備蓄制度の見直し等によるセキュリティ強化、資源確保に向けた国際

協力、産業基盤等の強化を推進していくことが重要としている（図表 33）。 

  

 
15 総合資源エネルギー調査会 資源燃料分科会「新・国際資源戦略策定に向けた提言」

（https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/pdf/20200226_report.pdf）（2025 年 3月最終確認） 
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和 6 年 5月に運用が開始された16。 

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律施行令では、

12 品目が特定重要物資として指定されており、永久磁石や（永久磁石に使用される）希土

類金属などの金属鉱産物も含まれている（図表 34）。 

 

図表 34 特定重要物資として指定された 12品目 

一 抗菌性物質製剤 

二 肥料 

三 永久磁石 

四 工作機械及び産業用ロボット 

五 航空機の部品（航空機用原動機及び航空機の機体を構成するものに限る。） 

六 半導体素子及び集積回路 

七 蓄電池 

八 インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて電子計算機（入出力装

置を含む。）を他人の情報処理の用に供するシステムに用いるプログラム 

九 可燃性天然ガス 

十 金属鉱産物（マンガン、ニッケル、クロム、タングステン、モリブデン、コバル

ト、ニオブ、タンタル、アンチモン、リチウム、ボロン、チタン、バナジウム、ストロ

ンチウム、希土類金属、白金族、ベリリウム、ガリウム、ゲルマニウム、セレン、ルビ

ジウム、ジルコニウム、インジウム、テルル、セシウム、バリウム、ハフニウム、レニ

ウム、タリウム、ビスマス、グラファイト、フッ素、マグネシウム、シリコン及びリン

に限る。） 

十一 船舶の部品（船舶用機関、航海用具及び推進器に限る。） 

十二 コンデンサー及びろ波器 
（出所）内閣府「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（経済安全保

障推進法）」（https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/suishinhou/suishinhou.html）（2025年 3月最終確認） 

 

また、これらの特定重要物資に関しては、物資所管大臣により「安定供給確保を図るた

めの取組方針」が策定されている。これら方針のもとで供給確保計画を作成し、認定を受

けた場合には、取組の実施に当たって必要な資金について、安定供給確保支援法人又は安

定供給確保支援独立行政法人による助成や、長期・低利の財政融資を原資とした指定金融

機関による融資等の支援を受けられる（図表 35）17。 

  

 
16 内閣府「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（経済安全保障推進

法）」（https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/suishinhou/suishinhou.html）（2025 年 3月最終確認） 

17  内閣府「サプライチェーン強靱化の取組（重要物資の安定的な供給の確保に関する制度）」

（https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/suishinhou/supply_chain/supply_chain.html）（2025年 3月最終確

認） 
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図表 35 特定重要物資の主な支援措置内容及び認定済計画数（令和 7年 2月末時点） 

 
（出所）内閣府 経済安全保障推進法 重要物資の安定的な供給の確保に関する制度ウェブサイト

（https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/suishinhou/supply_chain/doc/jisseki.pdf）より引用 

 

（3）永久磁石に係る安定供給確保を図るための取組方針 

永久磁石は、電化・デジタル化の進展に伴い、半導体や蓄電池と共に利用の増大が見込

まれるモーターの性能を決定づける基幹部品であり、自動車等の輸送機器やロボット等の

産業機器、風力発電など、幅広い用途で用いられる。今後、DX やカーボンニュートラル

に向けてはこれらの機器の市場が拡大することが見込まれており、永久磁石の供給が途絶

した場合には国民生活・経済活動に甚大な影響を及ぼすことが懸念される。 

また、永久磁石の原材料であるレアアースは中国を含む特定国からの輸入に依存してい

る。2010 年には中国によるレアアースの輸出管理措置が発動され、磁石生産に遅れが発生

する等の事態が生じた。自国内で資源採掘から磁石製造までの一貫製造体制を有する中国

企業により、日本企業の磁石製造のシェアが低下し続けていることや原材料の供給途絶リ

スク低減に資する市中からの廃磁石リサイクルが進んでいないことが課題になっている。 

こうした課題を踏まえて、2023 年に経済産業省が永久磁石に係る安定供給確保を図るた

めの取組方針18を策定した。 

施策の基本的な方向として、以下の内容が挙げられている（図表 36）。 

  

 
18  経済産業省「永久磁石に係る安定供給確保を図るための取組方針」（ 2023 年 1 月）

（https://www.meti.go.jp/policy/economy/economic_security/magnet/magnet_hoshin.pdf）（2025 年 3 月最終確

認） 
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図表 36 永久磁石に係る安定供給確保を図るための取組方針での基本的な方向性 

⚫ 急激に増加するネオジム磁石需要に対応するための製造設備増強 

⚫ サマリウムコバルト磁石の安定供給 

⚫ 原材料を安定的に調達するためのネオジム磁石リサイクル設備投資及び低コストリ

サイクル技術開発 

⚫ レアアース使用量を削減した磁石の開発 

（出所）経済産業省「永久磁石に係る安定供給確保を図るための取組方針」（2023 年 1月）

（https://www.meti.go.jp/policy/economy/economic_security/magnet/magnet_hoshin.pdf）（2025 年 3月最終確

認） 

 

またこれらの試作の個別の目標も位置づけられている。例えばネオジム磁石においては、

リサイクル技術開発及び設備投資により、自動車や風力発電、家電等から回収される廃磁

石の全量がリサイクル実施可能な環境を 2030 年までに整備することが目標とされている。

さらに本調査に関連する事項としては、省レアアース磁石の開発として、電動車駆動用モ

ーターに搭載可能な重希土フリー磁石の開発とネオジム使用量を半減したネオジム磁石等

の開発を 5年程度の期限で行うことが示されている。 

 

（4）独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法の改正 

2022 年 3 月に閣議決定、同年 5 月に公布された「安定的なエネルギー需給構造の確立を

図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律」では、独

立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）法の改正がされた。なお、改正

に伴い、法律の名称は独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法に変更されている。 

このなかで、JOGMEC の事業として、国内におけるレアメタル等の選鉱・製錬に対する

出資業務等を追加することが決定した（図表 37）。再生エネルギー由来の電力製造設備に

必要なレアアースや、蓄電池に必要なリチウム、コバルト、ニッケル等のレアメタル、導

電材料として不可欠な銅等のベースメタルの需要の増加が見込まれている。一方、選鉱・

製錬工程における特定国への供給依存度が非常に高い鉱種の供給リスクも懸念されている。

そこで、国内の選鉱・製錬事業へのリスクマネー支援の強化により、我が国の鉱物資源の

サプライチェーン強靭化に貢献することを目指している。 

現在、新たな国内における選鉱・製錬事業への出資・債務保証による支援制度について、

企業・業界団体等への制度の周知活動を実施している19。 

  

 
19 JOGMECウェブサイト：国内における金属鉱物の選鉱・製錬への出資・債務保証

（https://www.jogmec.go.jp/carbonneutral/carbonneutral_10_00006.html）（2025 年 3 月最終確認） 
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重点国への 

アプローチ 

先進国とは個社の取り組みを政府として側面支援し、官民対話の場の

創設や活用を推進する。新興国とは、官民を巻き込んだ二国間対話の

仕組みの活用・充実化を進め、同志国と協調した投資を視野に入れ

る。アフリカ諸国とは、日本企業と現地政府・企業との交流機会の創

出、政治力・資金力を活かした連携プロジェクト構築の可能性を検討

する。 

アジア大のリサ

イクルネットワ

ークの構築 

技術開発支援やトレーサビリティ標準化等により、東南アジア諸国等

と e-スクラップ回収、国内製錬施設等を活用したリサイクルネットワ

ークを確立。LiB リサイクルやネオジム磁石リサイクルに関してもリ

サイクル技術の開発を進め、e-スクラップの経験を活用し、海外から

のリサイクル材の確保に向けた仕組み作りを検討する。 

（出所）資源エネルギー庁 資源・燃料部 GX を見据えた資源外交の指針

（https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/pdf/20230626_1.pdf）（2025年 3月最終確認）をもと

に MURC作成 
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（2）NEDO（経済安全保障重要技術育成プログラム/重希土フリー磁石の高耐熱・

高磁力化技術安定非平衡化合物を基とする新規永久磁石の開発） 

NEDO では、経済安全保障を強化・推進する観点から支援対象とすべき先端的な重要技

術の研究開発を進める「経済安全保障重要技術育成プログラム」において、重希土フリー

磁石を対象とした開発を実施している。2024 年から 2029 年までの期間（予定）で、「準安

定非平衡化合物を基とする新規永久磁石の開発」が採択されており、予算規模は 34 億円

（予定）である。 

同研究開発事業では、既存の永久磁石に代わる重希土、もしくはレアアースを使用しな

い磁石の新たな製造プロセス開発と、次世代磁石の特性に適したモーターの設計開発を対

象としている。事業成果によって、永久磁石の供給安定化、性能向上を図り、永久磁石の

みならず、モーターを用いた様々な製品において、日本の優位性を維持・確保することを

目指している。利用用途として、民間向けには電気自動車や発電機、航空機、家電等、政

府（公共事業）向けにはドローンや探査機、人工衛星等が想定されている。 

実施体制としては、国立研究開発法人産業技術総合研究所が幹事を務め、民間企業 3 社

（株式会社デンソー、株式会社東芝、大同特殊鋼株式会社）、大学・研究機関 3 法人（国立

研究開発法人物質・材料研究機構、国立大学法人東北大学、国立大学法人島根大学）が連

携して実施する予定である21。 

 

（3）NEDO（部素材からのレアアース分離精製技術開発） 

磁性材料やモーターに関する研究開発に加えて、NEDO では 2023 年度から 2027 年まで

の期間で、「部素材からのレアアース分離精製技術開発事業」を実施している。ネオジム磁

石に含まれるジスプロシウムやテルビウムの鉱石資源は特定国に偏在していることに加え

て、レアアースの分離精製工程は、作業や環境配慮に係るコストの関係から、国内では実

施されずに、廃ネオジム磁石をベトナムや中国に輸出している。そのため、分離精製工程

において、日本国内でもコスト優位性のあるプロセスを構築し、国内資源循環を推進する

ことで、重要資源の国外流出を抑制することが求められる。 

そこで、同事業では、鉱石や廃電気自動車、廃家電等に含まれる廃ネオジム磁石から、

ジスプロシウム、テルビウム等を純度良く相互分離すること、さらにコスト競争力を有す

るような回収技術を開発すること、これらの技術開発を踏まえて、日本国内でのネオジム

磁石リサイクルを事業化することを目標としている。 

2 つの研究開発項目から構成されており、研究開発項目①「未利用資源からの重希土回

収技術の開発」では、天然鉱物に含有することが多いウランやトリウム等の放射性元素、

磁石製造時の端材などの屑や不用な金属夾雑物を含む未利用資源から、ジスプロシウムや

 
21 NEDO プレスリリース（https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101765.html）（2025年 3月最終確認） 
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５.２.４  自動車業界における取組動向 

（1） 一般社団法人日本自動車工業会 

自動車業界においても、磁石のリサイクルに関する取組が開始されている。電動車の国

内生産台数が急増する一方で、2035年頃でも電動車の ELV 発生量は生産量に対して非常に

少量と予想されている。そのため、当面は磁石メーカー・モーターメーカーでの不良品や

工程内端材を中心にリサイクル促進を図っていくことが重要となる。特に 2030 年以降に、

リサイクル向けの廃モーターが発生することに備えて、工程内端材等のリサイクルコスト

の大幅低減を重要課題と位置付けている。 

そこで、国内の関係者で「磁石リサイクル連絡会」を立上げ、オールジャパンでの取組

を促進することとした。一般社団法人日本自動車工業会が幹事を務め、モーターに関連す

る部品メーカーやリサイクル事業者等がメンバーとして参画している（図表 42）。 

 

図表 42 磁石リサイクル連絡会概要 

 
（出所）第 59回 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 資源循環経済小委員会 自動車リサイクル

ワーキンググループ（2024 年 11 月 14日）「資料 6」一般社団法人日本自動車工業会の取組について 

（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/resource_circulation/jidosha_wg/pdf/059_06_00.pdf

）（2025 年 3月最終確認）より引用 
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図表 45 アルミニウム関連企業に対するヒアリング結果（将来的な視点・業界横断的な

視点） 

 自工会では欧州規則への対応や新興国から資源回収のほかに、再生資源活用のルー

ル作り・規格化の取組も始めつつある。【動脈】 

 将来のことを考えると、動脈側でも静脈側を見据えた設計（易解体設計、単一合金

化）を行わないとリサイクルは進まないと思う。しかし、部品点数が多い点がネック

になると思う。【素材】 

 一つの部品（例えば、ボンネットやドア）でも、インナーとアウターの材質が異なる

場合もある。できる限り使えるところは同じ素材（独自規格でなく一般的な規格品が

望ましい）を使っていただく方が良いと思う。【静脈】 

 今後、どの様な側面で競争していくかという議論をせずに、むやみに再生材を使うの

は良くないと思う。【静脈】 

 環境負荷の面から考えると、再生材料をつくるための溶融は１回にできると良い。

【静脈】 

 運搬コストを考えると、どこかで集積・保管し運ぶことも重要ではないか。【素材】 

 効率的な再生資源の回収・運搬のため、OEM と部品メーカー、流通とで新団体を立

ち上げた。【動脈】 

 アルミ缶はライフサイクルが数か月と短いためリサイクルしやすいが、自動車は 10

数年のため、かなりタイムラグが出てしまうことを考慮すべきである。【静脈】 

 燃費効率のよい車では軽量化による温室効果ガスの排出削減は限定的であり、EV 等

の環境負荷の低い自動車の温室効果ガスを効果的に排出削減するには、製造時におけ

る温室効果ガスの排出の少ない再生アルミニウムを使用することが必要。【有識者】 

 

２.２.２  解体・選別技術 

解体・選別に関しては、解体マニュアルの重要性や、合金が同じ部品ごとに選別ができ

れば水平リサイクルの可能性があるとの意見が得られた。また、破砕前に合金別に分ける

重要性や、投資をするためにはインセンティブが必要との意見も挙げられた。具体的な内

容は以下のとおりである（図表 46）。 

 

図表 46 アルミニウム関連企業に対するヒアリング結果（解体・選別技術） 

 静脈への分析装置の導入や静脈の評価方法などが課題になる。【動脈】 

 解体マニュアルは重要と思う。アルミにも樹脂のようなマークが付けられるとよい

のでは。【素材】 

 高度選別も重要であるが、まずは解体する段階が重要である。【素材】 

 合金が同じ部品別に分けられれば、破砕機にかけて水平リサイクルできる可能性は

ある。【素材】【静脈】 
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 LIBS ソーターだけではメーカーの求める品質の確保は難しい。重液選別など別の手

法との組み合わせも必要になるのではないか。【素材】【静脈】 

 アルミは一度溶融すると要らない元素を取り出すのは恐らく無理である。Si、Fe、Cu

などが主な忌避元素であり、鉄のボルトが１本混入するだけで大問題になる。【静

脈】 

 最終的にシュレッダーなど物理衝撃で分ける限り、鉄などの微量の混入は避けられ

ず、完全（100％）な選別はあり得ない。【静脈】 

 精緻解体・リサイクルについては、機械装置の導入をどこまで進め、オペレーション

のノウハウをどこまで蓄積するかによって成り立つビジネス。いかに付加価値が上が

るか、投資に見合うか、という点が重要。【静脈】 

 スクラップは発生量が安定しない。ロットが安定しないためビジネスが読みにくく、

設備投資の判断が難しい。【静脈】 

 

２.２.３  スクラップ品質・データ 

スクラップ品質に関しては、高い品質のスクラップの循環にはプロセスの確立を行った

上で、動脈と静脈の間でデータの共有が必要との意見が出た。その他にも、素材や合金種

等の情報の共有なども必要であると指摘があった。具体的な内容は以下のとおりである

（図表 47）。 

 

図表 47 アルミニウム関連企業に対するヒアリング結果（スクラップ品質・データ） 

 合金種を分けた上で破砕すれば純度の高いスクラップが回収できるのではないか。

【素材】 

 高度なものづくり、循環の実現には、スクラップの選別などプロセスを確立してい

ることが前提となる。ばらつきの程度など動脈・静脈で可視化・共有できる形が理

想。【静脈】 

 トレーサビリティに付加価値を付けて静脈側にスクラップを集めてもらうのはあり

だと思う。分けて集める人に対して国等から何かインセンティブがあるとよい。【動

脈】 

 QR コード等を活用し、概ねの合金種や再生地金の利用比率、CFP（カーボンフット

プリント）が分かると良いという議論をしている。【素材】 

 新幹線で行っているアルミ水平リサイクル事例では、品質規格は緩めず、リサイクル

材用のコードを付けてロット管理の見直しを行った。【静脈】 

 自動車は車体番号で管理されているため、素材のデータを紐付ければリサイクルの

高度化につながる可能性が大きい。【静脈】 
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 日本では精錬を行っていないため、日本でやるべき開発はスクラップを有効活用でき

る技術開発である。【有識者】 

 不純物元素低減技術開発と微量不純物の無害化する高度加工技術等の開発は一方だけ

では恐らくハードルの高いものを目指す必要があるため、二つの組み合わせが必要と

なる。【有識者】 

 

２.２.４  再生アルミの設定・標準化 

再生アルミに関しては、再生材料だけでものづくりを行うのは難しく、バージン材との

配合が必要との意見があった。また、鋳造品の ADC12 のような、規格の幅が広い汎用的

な展伸材に戻すための標準グレードのスクラップと同一の展伸材に戻す高いグレードのス

クラップといった 2種類のスクラップ規格があると良いのではないかとの意見もあった。

具体的な内容は以下のとおりである（図表 48）。 

 

図表 48 アルミニウム関連企業に対するヒアリング結果（再生アルミの設定・標準化） 

 前提として 100％再生材料でモノを作るのはあり得ないと思う。【静脈】 

 アルミを大量生産する上で資源の循環量を上げていくためには、マスバランス方式

のような手法でないと難しいかもしれない。【素材】 

 再生材料の規格は水平リサイクルする上で必要になると思う（国内に再生アルミの

規格はないが、欧州では再生地金を用いた自動車用アルミに関する規格がある）。【静

脈】【有識者】 

 アルミ鋳物は ADC12 で汎用品が統合されている。展伸材の同じ位置づけのモノがで

きると良い。うまく循環させていくために、合金の成分規格を考えて、同一の展伸材

に戻せるスクラップと、同一の展伸材には戻せないが比較的許容幅の広い展伸材の

材料に戻せるスクラップと二本立てで考えて進めていけると良いのでは。【素材】 

 リサイクルに回すことが可能なスクラップ規格や合金成分の範囲の考え方は検討し

つつあるが、合金設計や開発はまだ競争領域。【素材】 

 再生資源の材料として 100％ではなく 99％の品位なら受け入れられるなど、納入先の

資材受入の幅を見直していければリサイクル材料の流通は進むのではないか。（スク

ラップの管理方法は各社ごとであり、素材業界としての統一はできていない）【静

脈】 
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２.３  理想的な資源循環モデル（仮説）及び想定課題の検討 

ヒアリング結果を踏まえ、2035 年頃におけるアルミニウム展伸材 6000系の理想的な資

源循環モデル（仮説）及び想定課題を検討した（図表 50）。アルミ展伸材が資源循環する

絵姿として、部品レベルでの資源循環が可能な場合はリユースを行い、それが叶わない場

合は部品解体後に破砕を行うことで展伸材の再生資源として活用することを想定した。 

循環の鍵となる要素として、資源循環の可視化及び環境性能に対する価値創出、部品リ

ユースの促進、選別技術の向上、解体・破砕時における再生資源の材料としての適切な管

理、再生アルミ 6000 系の製造・供給の 5 点であると考えられる。 

これらの視点から理想的な資源循環モデル（仮説）の実現に向けた想定課題を検討し、

11 点を抽出した（図表 49）。 

 

図表 49 理想的な資源循環モデル（仮説）実現に向けた想定課題 

① 再生アルミ展伸材使用部品のデータがない（品質、耐久性、安全性、リユース・リフ

ァービッシュ履歴等） 

② 資源循環が強みになっていない（再生資源利用量の把握、表示） 

③ 精緻な解体方法が確立されていない 

④ リユース部品の性能保証・評価ルールがない 

⑤ リユース・リファービッシュ履歴データの管理体制がない 

⑥ 廃車、使用済み部品を静脈へつなぐ管理体制の再構築が必要 

⑦ 高品質スクラップの規格がない 

⑧ 高品質スクラップの品質管理のルールがない 

⑨ 再生アルミ展伸材の規格がない 

⑩ 再生アルミ展伸材製造のデータが蓄積されていない 

⑪ 選別技術・改質技術が不足している（長期的な量の確保を見据え） 
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図表 50 アルミニウム展伸材 6000系の理想的な資源循環モデル（仮説）及び想定課題 

 

 

 

 





3 動静脈キ ーパー ソンとの意見交換会

3. 1意見交換の概要

図表 50で整理した理想的な賓源循環モデル（仮説）及び想定課題に関して、 素材メ ーカ

ー、 動脈企業、 静脈企業と意見交換を実施した。 意見交換については、 事業上機微な内容

も含まれるため、 中部経済産業局にて意見交換の視点をとりまとめた上で、 動静脈キーパ

ーソンと個別に議論する方法をとった。

意見交換の視点としては主に以下のとおりである（図表 52) 。

図表 52 理想的な資源循環モデル（仮説）及び想定課題に関する意見交換の視点

類型 具体的な視点

賓源循環モデル 理想的な賓源循環モデル（仮説）に対する意見、 感想

整理した課題 重要な課題や視点

抜け落ちている課題の有無

課題の解決方法 解決手法に関する意見やアイデア

既存の取組で参考になり得る内容

解決手法の実現にあたり、 連携・協働が必要なプレイヤ ー

55 
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３.２  意見交換の結果 

意見交換を実施した結果、理想的な資源循環モデル（仮説）の実現に向けた想定課題に

ついて認識を共有することができた。他方で、理想的な資源循環モデル（仮説）に関して

は、様々な立場からの意見が示された。主な内容は以下の通りである（図表 53）。 

 

図表 53 意見交換で得られた主な意見 

 精緻に解体してトレーサビリティをはっきりさせて分別して回すのは、努力すれば

可能であると思うが、現状 6000 系の部品はあまり多くないので、精緻に解体・分別

すると使えるものがほとんど残らないのではないか。再生材比率を高めるという観点

であれば、他業種からの回収も視野に入れないと難しいのではないか。【動脈】 

 単に目の前の値段だけでなく、コストをかけてでもリサイクル材を使うとメリット

がある、というようなビジネス環境が作れないと国内の資源循環は進まないと思

う。【素材】 

 アルミ部品は、取り外せても耐久性やダメージなど測定が難しく、強度が必要な部

品はリユースが難しいのではないか。【動脈】 

 アルミ部品のダメージは内部のクラックなどに出ることもあり、試験により性能評

価するのは難しいのでは（合格・不合格の判断と品質保証をどうするのかが難し

い）。【動脈】 

 再生材料の規格ができれば、再生材を使おうという判断に繋がると思う。【静脈】 

 

４．アクションプランの作成 

４.１  資源循環モデル（仮説；２０３５年想定）の検討 

前述の通り、文献調査、ヒアリングを踏まえ整理した理想的な資源循環モデル（仮説）

と想定課題について、動静脈キーパーソンと想定課題の認識を共有することができたが、

理想的な資源循環モデル（仮説）については、循環資源の量や具体的な手法等について

様々な視点での示唆があった。このため、本事業においては「理想像」としてまとめる形

式ではなく、「2035 年を想定した資源循環モデルの仮説」として整理することとし、仮説

の実現に向けた取組の案について詳細検討を行った。具体的には、図表 54 に示した４つの

分類別に取組案の整理を行った。 
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４.２  アクションプランの検討 

図表 54 に示した実現したい内容について、既に整理したとおり動脈・素材側主導でビジ

ネス高付加価値化を目指して取組が進みつつある内容と、ビジネス高付加価値化の延長で

は解決が困難でありパートナーシップを形成して取組むべき内容について、役割別、解決

手法及びその分類（仕組・技術・法制度）に分けて整理を行い（図表 56）、概ね 2035 年に

向けた中期的な視点でアクションの方向性を整理した（図表 57）。 

再生材の使用拡大や循環配慮設計の促進については、（一社）日本自動車工業会が策定

した「2050 年長期ビジョンと中長期ロードマップ」において、アルミを含む金属類につい

ても 2030 年頃に 2040 年の再生金属類利用率の目標値を検討するとされており、動脈主導

で取組が始まっている（ビジネスの高付加価値化）。一方で、再生資源の供給強化につい

ては、素材メーカーや静脈企業単独では取組が難しい内容である（図表 54 で●を付けた個

所）。今後、実現可能な方法で高品質スクラップの確保と役割分担・コスト低減を図るた

め双方のすり合わせ（素材メーカーと静脈企業のパートナーシップ形成）が必要と考える。

当調査事業ではこの「素材メーカーと静脈企業のパートナーシップ形成による再生資源の

供給強化」を目指すためのアクション（解決手法案）を重点的に検討した。 
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図表 56 取組の方向性（提案） 

 

 

 

 



62 

 

図表 57 取組の方向性（進め方・提案） 
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 バージンと比べてリサイクル品の価格が安すぎる。単一の車種からとれる磁石を集め

ると高く売れるが、1 台の電動車から 1～2kg しか取れない。国内よりも海外へ売る

方が、販売価格が高い。【静脈】 

 モーターの形状が徐々に複雑になっており、内部に熱が届きづらく、消磁やエポキ

シ樹脂の除去が難しくなっている。【静脈】 

 磁石をローターにエポキシ樹脂で固定しているのがリサイクル上問題ということは

動脈も理解しており、代替の方法もあるが、経済合理性で採用されていない。【磁

石】 

 磁石の成分は車がマイナーチェンジする際に変わることがある。磁石を集める際に異

なる成分のものが混ざると価値が下がってしまうので、どの車種にどのような成分の

磁石が入っているのか教えてほしい。【静脈】 

 メーカーからの反発はあるだろうが、磁石の組織構造や成分、磁石やモーターの形

状の規格化をしないと静脈での取出しコストは安くならない。【動脈】 

 磁石メーカーは同じ車種からとった磁石を集めてリサイクルしたいだろうが、量が集

まらないので回収する方は大変である。永久磁石は熱と力さえ入らなければ性能が

落ちないため、モーターごとリユースする方が本当は楽かもしれない。【動脈】 

 

１.２.２  化学処理におけるリサイクルに関する視点 

取り出した磁石の化学処理によるリサイクルについては、ネオジム以外の軽希土類が混

ざらないようにするために磁石のトレーサビリティに関する意見があった。また化学処理

によるリサイクルは、溶解工程が増えることから、カーボンニュートラルの観点から磁粉

としてのリサイクルが望ましいという意見もあった。具体的な内容は以下のとおりである

（図表 65）。 

図表 65 モーター（磁石）関連企業に対するヒアリング結果（マテリアルリサイクル

（化学処理）に関する視点） 

 化学処理でリサイクルする場合は、メッキやエポキシ樹脂の付着、磁石の形状・状

態は特に問題にはならない。メッキは剥離が可能であり、樹脂も脱磁の熱や酸によ

って除去が可能であるため。【磁石】 

 La や Ce が混ざった磁石でなければ市中回収品であっても技術的には化学処理でリサ

イクル可能。磁石の由来が分かれば La や Ce が混ざったものは排除できる。【磁石】 

 動脈からはカーボンニュートラルの観点で、化学処理よりも磁粉に戻すリサイクル

への要望がある。化学処理による磁石のリサイクルは溶解工程が 2 回あり、他の金属

の製錬よりも CO2 排出量が多い。【磁石】 

 磁石の成分は車がマイナーチェンジする際に変わることがある。磁石を集める際に異

なる成分のものが混ざると価値が下がってしまうので、どの車種にどのような成分の

磁石が入っているのか教えてほしい。【静脈】 
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１.２.３  磁粉へのリサイクルに関する視点 

磁粉としてのリサイクルは化学処理によるリサイクルに比べてカーボンニュートラルの

観点で望ましいものの、成分ごとの分別回収や付着物の除去が必要であるため、市中回収

品を磁粉としてリサイクルすることは難しいという意見があった。加えて、磁石は成分だ

けでなく構造によって性能を発揮していることから、磁粉にする過程で構造が壊れてしま

うと元の性能を持った磁石に戻すことは難しいという意見があった（図表 66）。 

図表 66 モーター（磁石）関連企業に対するヒアリング結果（マテリアルリサイクル

（磁粉）に関する視点） 

 動脈からはカーボンニュートラルの観点で、化学処理よりも磁粉に戻すリサイクル

への要望がある。化学処理による磁石のリサイクルは溶解工程が 2 回あり、他の金属

の製錬よりも CO2 排出量が多い。【磁石】 

 工程内端材を磁粉へ戻すリサイクルをしているが、成分ごとに磁石を分別した上で

の回収や付着物の除去などが必要なので、市中回収品のリサイクルは難しい。回

収・不純物の除去といった前処理が重要になる。【磁石】 

 現状、磁粉からリサイクルした磁石はリサイクル磁粉とバージン材を混ぜて、磁石の

規格に納めている。【磁石】 

 粒界拡散法で重希土類が添加された磁石は、組織構造で性能を発揮しているため、磁

粉にするリサイクルでは元の性能を持った磁石に戻らない。【磁石】 

 重希土フリーの磁石であることが分かれば、市中回収した磁石を磁粉へ戻すのは可能

かもしれないが、同一車種でも複数メーカーの磁石を採用していることがあるの

で、静脈側で見極めるのは難しいだろう。【磁石】 

 

１.２.４  ヒアリング結果のまとめ（磁石） 

以上のことから、磁石のリサイクルにおいては、まず回収の観点から、同じ成分・構造

の磁石を集めることが難しく、磁石の取出しや消磁の手間などにより、コスト課題が大き

いことが分かった。また化学処理におけるリサイクルにおいては、技術的にはリサイクル

可能だが、多工程による CO2 排出量の増大が課題となっている。さらに磁粉へのリサイク

ルにおいては、表面処理や分別といった回収段階でのコストの課題がより大きいことや粒

界拡散法で製造された磁石を元に戻すことはできないこと等の課題があることが分かった。

リサイクルによる磁石の資源循環のためには再生磁石の付加価値向上や、各社の競争力の

源泉である磁石の成分や構造の統一などが必要となり、磁石の資源循環モデルを検討する

ことは難しいことが分かった。 
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使用済みモーターの

性能評価 

 回収したモーターをリファービッシュするかリサイクルする

かを判断するための性能評価の方法 

リファービッシュ  整備・修理方法を確立できるか 

 付加価値の高いサービス（CEコマース）のための性能評価や

データ活用の可能性 

 

２.３  ヒアリング結果（駆動用モーター） 

ヒアリングの結果について、モーターの形状・構造の視点、モーターの耐久性・寿命の

視点から整理を行った。 

２.３.１  モーターの形状・構造に関する視点 

現状の商習慣では車種ごとでモーターの設計が細かく異なっているだけでなく、同じ車

種でもモデルチェンジのたびにモーターの形状が変更されているため、現状の状態ではリ

ユースすることは難しいという意見があった。一方で、バッテリーを例に挙げ、自動車に

搭載する際のモーターの形状も規格化されれば可能性があるという意見があった（図表 

69）。 

図表 69 モーター（磁石）関連企業に対するヒアリング結果（モーターの形状・構造に

関する視点） 

 モーターの形状が徐々に複雑になっており、形状によって内部に熱が届きづらく、消

磁やエポキシ樹脂の除去が難しくなっている。【静脈】 

 メーカーからの反発はあるだろうが、モーターの形状の規格化をしないと静脈での取

出しコストは安くならない。【動脈】 

 モーターのリユースはモーターの耐久性を考えればあり得ると思うが、現状の商慣習

ではモデルチェンジの度にモーターの形状が変更されるので難しいだろう。【磁石】 

 モーターの設計は車種ごとに細かく異なっており、熱マネや冷却方法、巻線回数や

ワイヤーの細さ、ステーターの内径の大きさなど多岐にわたる。【動脈】 

 現在は eAxle（駆動ユニット）の性能そのものが車の個性となっているので、モータ

ーをリユースするためには、そういった考え方も変える必要がある。【動脈】 

 モーターのリユースのためには性能までそろえる必要はなく、外側の形状を規格化

すればいいのでは。バッテリーの形状は規格化された例がある。【動脈】 

 モーターの形状の規格化については、産業用モーターではできているので、モーター

筐体を車体に取り付けるマウントを標準化するなどの工夫で、実現できる可能性はあ

る。【動脈】 
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２.３.２  モーターの耐久性・寿命に関する視点 

モーター部品であるローターやステーターは接触している箇所が少なく壊れづらい一方

で、周辺の銅線や絶縁紙の劣化はありうるため、リユースするためには劣化診断が課題で

あるという意見や走行距離から蓄積ダメージを予測する等の方法の検討が必要であるとい

う意見があった（図表 70）。 

図表 70 モーター（磁石）関連企業に対するヒアリング結果（モーターの耐久性・寿命

に関する視点） 

 ローターやステーターはなかなか壊れないので、リユースできる可能性はある。運搬

のことを考えると、ローターは取り外さず、モーターのまま取り扱うのが現実的だ

ろう。【静脈】 

 使用によってモーターの軸やベアリングは削れるが、ローターは接触している部分が

ないので、めったに壊れない。リユースできる可能性はある。【動脈】 

 モーターのリユースについては、劣化度合の診断がネックになると想定される。磁

石は確かに劣化しないが、銅線や絶縁紙の劣化はあり得る。【動脈】 

 長寿命なモーターはそのまま活用し、駆動ユニットとしてリビルトする方法もある

のでは。例えばケースだけ新品に変えるといったやり方があるのではないか。【動

脈】 

 リユースをする場合、性能評価のやり方が検査のようなイメージだと、コストがかか

ってしまい難しい。検査の代わりに実走データから蓄積ダメージを測る方がよいの

ではないか。実走データは今の車でも取っているので、活用可能ではないか。【動

脈】 

 走行データからモーターの余寿命を測る方法については検討を行っている。ただし、

そのためのデータの入手や管理方法が課題となる。【動脈】 

 モーターがリユースできるようになると当然新品は売れなくなるため、モーターの寿

命の長さを価格に反映できるように付加価値の付け方を変える必要があるだろう。

【動脈】 

 

 

２.４  資源循環モデル（仮説）及び想定課題の検討 

ヒアリング結果を踏まえ、駆動用モーターの資源循環モデル（仮説）及び想定課題を検

討した（図表 72）。 

資源循環のモデルとしては、まず使用した駆動ユニットを回収し、走行履歴等を活用し

た簡易診断や性能評価を行いモーターのリユースの可否について判断する。リユース可能

なものは部品の交換等のリファービッシュを行い、メンテナンスサービスや他分野での活

用を含めて、アップグレードして駆動ユニットとして長期利用する可能性を検討した。 
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なお、将来的にマテリアルリサイクルの技術的課題の解決や経済性の確保などが達成で

きた場合には、モーターとしてリユースできないものはマテリアルリサイクルを行うこと

を検討する。 

資源循環モデルの実現に向けた想定課題としては以下の７点が挙げられる（図表 71）。 

 

図表 71 資源循環モデル（仮説）実現に向けた想定課題 

① 資源生産性の向上が強みになっていない（長寿命・環境性能の可視化） 

② リファービッシュを前提とした設計になっていない（長寿命化、形状の規格化） 

③ モーターの長期利用に関するデータがない 

④ 駆動ユニットのリファービッシュプロセスが確立されていない 

⑤ リファービッシュした駆動ユニットの性能評価・保証の方法が確立されていない 

⑥ 駆動ユニットを回収する体制が確立されていない 

⑦ 効率的で環境負荷の低いマテリアルリサイクル手法が確立されていない 
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図表 72 駆動ユニットの資源循環モデル（仮説）及び想定課題 
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図表 75  資源循環モデル（仮説；2035年想定）   
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３.２  アクションプランの検討 

図表 74 に示した実現したい内容について、関係者の役割と想定される解決手法及びその

分類（仕組み、技術、法制度）に分けて中期的（概ね 2035 年）視点で取組の方向性を整理

した（図表 76）。 

駆動用モーターは、電動車の部品の中でも非常に耐久力が高く長寿命であるが、現状で

はリユースやリファービッシュといった前提で製造及び品質保証されておらず、その耐久

性が付加価値となっていない。モーターや駆動ユニットの形状を規格化するとともに、回

収した使用済駆動ユニットの部品をアップグレード品に交換することで最新の状態へリフ

ァービッシュしてモーターを長期利用することができれば、モーターの長寿命を生かした

新たなビジネス（資源生産性を最大化するビジネス）となりうる。 

駆動ユニットをリファービッシュしてモーターを長期利用するビジネスは現状行われて

おらず、新たな市場を構築する取組である。図表 74 で示した「環境性能の定義・可視化」

においては、循環指標ガイドラインの策定や環境配慮設計の促進等の施策による後押しが

期待される。一方でこのビジネスの核となる、「長期利用を強みにするものづくり」及び

「使用済駆動ユニットの管理」については、駆動ユニットメーカー、リファービッシュ事

業者及び使用済駆動ユニット回収事業者の三者の間でパートナーシップを形成し、高付加

価値の製品としてリファービッシュした駆動ユニットの性能を保証する体制が構築できれ

ば、競争力を発揮できる可能性がある。当調査事業では、駆動用モーターの資源生産性向

上のためのアクション（解決手法案）について、長期使用に対するモーターの品質保証を

前提として、「駆動ユニットメーカー、リファービッシュ事業者及び使用済駆動ユニット

回収事業者でのパートナーシップ形成による資源生産性最大化のビジネス」を重点的に検

討した。 

 

 



79 

 

図表 76 取組の方向性（提案） 
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３.３  部品レベルの循環促進に向けた解決手法案の提案 

部品レベルの循環促進のためには、部品（モーター）の長寿命化と、それを担保する品

質保証が前提となる。 

現状、モーターは自動車よりも長く使えるほど丈夫で壊れにくいと考えられるが、モー

ターそのものの寿命ではなく、自動車の寿命に合わせた品質保証しかされていないため、

長寿命な部品であることが強みに繋がっていない。 

製品や部品の長寿命化はサーキュラーエコノミーの視点で環境負荷の低減に大きく貢献

するものであり、あらかじめ長期利用を前提とした製品に進化させることで、メンテナン

スサービスへの活用や他分野での活用などの可能性が大きく広がる。 

長期利用を前提としたモーターの製造、品質保証が確立されることを想定し、駆動ユニ

ットのリファービッシュについてのモデルを検討し、役割として駆動ユニットメーカー、

回収事業者、リファービッシュ事業者の３つの視点で整理した。（図表 77） 

駆動ユニットメーカーは、長期利用を見据えたユニットの製造、品質保証を行うととも

に、リファービッシュしやすい設計（例えば形状や消耗部品の取り替えやすさなど）に努

める。回収事業者は、回収時にリユース可能なユニット、部品、モーターなどをリファー

ビッシュ事業者へ提供する。リファービッシュ事業者は、駆動ユニットとして必要な部品

の交換などを行うとともに、リファービッシュした駆動ユニットの性能保証を行う。 

こうした３つの役割を全体で最適化して、長寿命化したモーターを活用し、駆動ユニッ

トを長期利用するモデルを検討した結果、相互に連携してリファービッシュ可否の判断基

準や性能評価などの仕組み、ルールを設定することが効果的であることが分かった。 

また、より効果的・効率的に、かつ、高付加価値化を図るためには、使用履歴等のデー

タを活用することが重要であると考える。 

各工程を定義してルールを定めることでリファービッシュ品の品質を高めるとともに、

使用済品の回収からリファービッシュ品の出荷まで由来や使用履歴といった情報を紐づけ、

性能保証をするために、パートナーシップの形成が有用だと考えられる。 

2035 年に向けて中期的な視野でネオジム磁石や駆動用モーターの資源生産性を高めるた

めには、長期利用による部品単位の循環促進が有効である。部品としての価値は駆動ユニ

ットとして発揮されるため、モーターを長寿命化するとともに、モーター以外の部分品を

アップグレード品に交換して駆動ユニットを最新の状態へリファービッシュすることや使

用履歴等のデータを活用して品質保証すること等、高付加価値化して長期利用する発想が

重要だと考えられる。 
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V. まとめ 

 

以上、アルミニウム展伸材（6000 系）及び駆動用モーター（磁石）の資源循環実現に向

けた解決手法案の検討を行った。アルミニウム展伸材については素材の資源循環という観

点で再生資源の供給強化を、駆動用モーターについては部品の資源循環という観点で部品

レベルでの循環（CEコマース）促進といった、素材と部品それぞれの観点から解決手法案

の検討を行った。 

素材の資源循環については、すでに再生材利用目標の設定や再生材の使いこなし技術の

研究といった動脈、素材メーカー、静脈企業等各主体での取組が進んでいるため、各主体

が連携してそれぞれの要求をすり合わせることができれば、再生材の質を高めつつ、量を

確保することができる可能性がある。今後、政策面では「再生材利用の拡大」、「環境配慮

設計の促進」及び「再資源化の促進」等について制度的対応がなされる見込みだが、特に

再生資源の生産、供給については静脈企業と素材メーカーが連携して取り組むことが重要

であり、品質や量の確保、由来管理など実現可能なレベルでの標準化やルール整備のため

のすり合わせが必要と考える。静脈企業側は単にビジネス視点でスクラップを捌くのでは

なく、再生資源生産のための「資材」を供給するという役割を担い、素材メーカーは再生

資源の価値向上を目指した品質向上や生産の効率化などを通じて再生資源の供給強化を担

う、新たな役割・パートナーシップを形成することが望ましい。CPs などを活用し、こう

した取組を行う場の整備や実証事業支援を行っていくことが有効と考える。 

部品の循環促進については、現状、長寿命化された部品であっても、それらの評価や再

利用の方法などが限定的で、資源生産性の視点での強みが十分に発揮できていない。リペ

ア、リマニュファクチュアリング、リファービッシュといった部品としての長期利用と、

その長期利用を前提とした長寿命化や部分品を交換しやすい設計等循環配慮設計、さらに

使用履歴や由来等のトレーサビリティを活用した品質保証といった要素により、資源生産

性の最大化を強みとした長期利用ビジネスが創出される可能性がある。 

駆動用モーターのような、高性能かつ長寿命な部品は、まず部品として使いこなす資源

循環の発想がより重要だと考える。 

今般の資源有効利用促進法の改正にあたって、CEコマースの促進が制度化される見込み

ではあるが、サーキュラーパートナーズ等の場で、長寿命化を強みにした資源生産性の向

上等、民間企業の創意工夫による新たなビジネスの創出が期待される。 
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VI. 樹脂の資源循環に関する国内外動向 

１．自動車におけるプラスチックのリサイクルを取り巻く状況 

プラスチック問題への対策は世界的な問題となっている。我が国では、廃プラスチック

有効利用率の低さや、海洋プラスチック等による環境汚染問題への対策を進めるため、

2019 年に「プラスチック資源循環戦略22」を策定した。同戦略のなかでは、「３R＋

Renewable」の基本原則のもと、重点戦略とマイルストーンを設定している。 

また、2022年 2月から3月にかけて開催された第5回国連環境総会再開セッションでは、

海洋プラスチック汚染を始めとするプラスチック汚染対策に関する法的拘束力のある国際

文書（条約）を議論するための政府間交渉委員会（Intergovernmental Negotiating 

Committee：INC）を立ち上げる決議が採択され、2024 年 12 月までに 5 回開催された23。海

洋をはじめ自然界に散逸するプラスチックを抑制すること、天然資源の使用量を減らして

いくこと、プラスチックの処分に伴う温室効果ガス排出量を削減していくことなどの観点

から、プラスチックにおいてサーキュラーエコノミーを推進することが重要になっている。 

自動車分野においても、こうした世界的な潮流を受けた取組が進んでいる。欧州では、

自動車設計・廃車（End-of-Life Vehicles：ELV）管理における持続可能性要件に関する規則

案を発表し、このなかで新車に必要なプラスチックの 25%以上を再生プラスチック（この

うち、ELV由来を 25％）とすることなどを定めている24。今後、自動車においても、ELV由

来のプラスチックの有効利用や、新車への再生プラスチックの利用促進が重要になると想

定される。 

我が国では、自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）において、

３R を推進してきた。その成果もあり、我が国の自動車リサイクル率は非常に高い水準と

なっている。他方、資源価値の低いプラスチックやガラスなどは解体工程で十分に回収さ

れず、金属などを回収したあとの残渣（自動車破砕残渣（Automobile Shredder Residue：

ASR））に散逸していることが多い。ASRの 30～40%程度はプラスチックで構成されている

ほか、ウレタンや発泡スチロールなどを含めると、半分以上が樹脂で構成されているとさ

れる（図表 78）。ただ、ASR は 70%程度が熱回収によって処理されており（図表 79）25、

 
22 中央環境審議会循環型社会部会プラスチック資源循環小委員会 産業構造審議会産業技術環境分科会廃

棄物・リサイクル小委員会 プラスチック資源循環戦略ワーキンググループ 合同会議（第 11回）参考資

料 2（https://www.env.go.jp/council/03recycle/900417707.pdf）（2025 年 1 月最終確認） 

23 環境省「海洋プラスチック汚染を始めとするプラスチック汚染対策に関する条約」

（https://www.env.go.jp/water/inc.html）（2025 年 1 月最終確認） 

24 Proposal for a Regulation on circularity requirements for vehicle design and on management of end-of-life vehicles

（2023 年 7 月 13 日発表）。その後、欧州議会での審議が進むなかで、再生プラスチックの比率やそこ

に含まれる自動車由来プラスチックの比率に関する見直しが検討されている。 

25 産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会 自動車リサイクル WG 中央環境審議

会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会 第 48回合同会議 資料 4「自動車リサイクル制度の現

状」

（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/haikibutsu_recycle/jidosha_wg/pdf/048_04_00.pdf

）（2025 年 1月最終確認） 
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今後、マテリアルリサイクルなどによって、物質循環を進めていくことが期待されている。 

こうした中、再生材の要求品質が不明瞭で「流通ルール」が未成熟であることや、異素

材の選別コストや異物混入による品質のバラツキなど「量」と「質」の確保が大きな課題

となっている。自動車リサイクルにおいてプラスチックの循環を一層促進していくために

は、再生樹脂の流通ルールを整備していくこと（必要な品質の具体化、円滑な取引を進め

るための仕組みづくりなど）、これを満たすような質の廃プラスチックを供給・調達してい

くこと、経済的に成立しうるような量（規模）を確保していくことなどが重要となる。こ

うした課題に対して、国によるルール整備や産官学のパートナーシップによる検討、自動

車業界での連携等、様々な取組が進められている。 

 

図表 78 ASR の組成 

 
（出所）産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会 自動車リサイクル WG 中央環

境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会 第 48回合同会議 資料 4「自動車リサイクル制度の

現状」より引用 
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図表 79 ASR の再資源化手法の内訳（令和元年度重量実績） 

 
（出所）産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会 自動車リサイクル WG 中央環

境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会 第 48回合同会議 資料 4「自動車リサイクル制度の

現状」をもとに MURC作成 
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２．国内政策動向（ルール整備） 

II. １．に既述の通り、資源循環や自動車リサイクルに係るルール整備においては、昨今、

樹脂やプラスチックの重要性が増しており、検討が加速されている。 

産業構造審議会 産業技術環境分科会 資源循環経済小委員会における「成長志向型の資源

自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関する取りまとめ」では、再生資源の需要創出

のため、再生材の利用に関する義務の拡充を施策の一つとして掲げている。この中では、

国内市場の健全な育成が必要な資源の一例として「プラスチック」が挙げられており、再

生材料の利用に関する義務を拡充していくとしている。具体的な対象業種や義務の実施時

期は、業種別のプラスチック等の利用実態や経済性、技術的な進展度、国内での再生材の

供給動向（質・量、コスト等）、海外動向を踏まえて検討を進めていくとされている。 

また、2026 年から導入予定の資源回収インセンティブ制度においても、ASR の構成比率

からもわかるように、樹脂から構成される部品の解体・回収が強く期待されている。 

再資源化事業等高度化法に関しても、令和 7 年 2 月に「資源循環の促進のための再資源

化事業等の高度化に関する法律第十条第一項
26
の要件を定める政令」では、勧告や命令の

対象となる産業廃棄物処理業者の要件として、産業廃棄物の処理量が 1万 ton以上であるこ

と、もしくは廃プラスチック類の処理量が 1,500ton 以上であることを定めている。こうし

た点からも、プラスチックに関するルール整備が活発化していることが伺える。 

 

３．産学官パートナーシップによる検討 

３.１  自動車向け再生プラスチック市場構築のための産官学コンソーシアム 

2024 年 11 月、環境省が主体となり、「自動車向け再生プラスチック市場構築のための産

官学コンソーシアム」の第 1 回会合を開催した。同コンソーシアムは、使用済プラスチッ

クの処理から、再生材製造、自動車製造まで、サプライチェーンを横断する業界団体の参

画を得て、ELV 規則案の再生材利用義務化が見込まれる 2030年前半を見据え、我が国の戦

略的対応について、産官学連携のもと取組むべき事項を検討するために設置したものであ

る（図表 80）。 

環境省が行った参画団体へのヒアリングやマテリアルフロー分析を踏まえ、サプライチ

ェーン全体を網羅した課題分析を行い、再生材供給・利用拡大に必要となる製造業とリサ

イクル業の連携による取組（設備投資や実証事業を含む）の必要性やその実現に向けた国

の支援策について検討し、2025 年 3 月に開催された第 2 回会合では、自動車向け再生プラ

 
26 資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律 第十条 第一項：環境大臣は、産業廃棄

物処分業者であって、その処分を行った産業廃棄物の数量が政令で定める要件に該当するもの（以下

「特定産業廃棄物処分業者」という。）の再資源化の実施の状況が、第八条第一項に規定する判断の基

準となるべき事項に照らして著しく不十分であると認めるときは、当該特定産業廃棄物処分業者に対し、

その判断の根拠を示して、再資源化の実施に関し必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 
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スチック等の供給量目標や、自動車向け再生プラスチック市場構築に向けたアクションプ

ランが示された（図表 81）。 

アクションプランでは、Car to Car（自動車における再生プラ等の供給・利用量拡大）に

関する課題と、 X to Car（再生プラ等の質・量の課題解決）に関する課題に大別し、7 つの

分類で対応すべき問題が整理されている。Car to Car（自動車における再生プラ等の供給・

利用量拡大）に関する課題では、ELV 由来で回収する動機づけがないことや、ASR からの

プラスチック回収率の低さ、その他由来で回収されている廃プラスチックの多くの品質が

低く、輸出されていること等が問題として挙げられている。X to Car（再生プラ等の質・量

の課題解決）に関する課題では、再生材を使用することによる品質のばらつきや、物性保

証・化学物質管理への対応、市場の観点では、再生材の要求品質の可視化がされていない

ことによる需要見通しの難しさや、再生材の価値訴求が十分でないことがそれぞれ問題と

して指摘されている。 

こうしたそれぞれの問題に対して、国、静脈産業、動脈産業がそれぞれ取り組んでいく

べきアクションを提示している（図表 82）。 

今後は、これらのアクションのうち、引き続き、本コンソーシアムの下で産官学の連携

が必要な事項について、テーマ別ワーキングを新たに立ち上げ、本コンソーシアムの参画

団体を中心とした業界団体や関係事業者の参画を得て、それぞれ深掘りしていくこととさ

れている。 

図表 80 自動車向け再生プラスチック市場構築のための 

産官学コンソーシアムの目指す姿（イメージ） 

 
（出所）環境省「自動車向け再生プラスチック市場構築のための産官学コンソーシアム（第 2回）」資料

（https://www.env.go.jp/council/content/03recycle03/000299187.pdf）より引用 
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図表 81 自動車向け再生プラスチック市場構築アクションプラン全体概要 

 
 

（出所）環境省「自動車向け再生プラスチック市場構築のための産官学コンソーシアム（第 2回）」資料

（https://www.env.go.jp/council/content/03recycle03/000299187.pdf）より引用 

 

図表 82 自動車向け再生プラスチック市場構築に向けた課題と解決に向けたアクション 

 
 

（出所）環境省「自動車向け再生プラスチック市場構築のための産官学コンソーシアム（第 2回）」資料

（https://www.env.go.jp/council/content/03recycle03/000299187.pdf）より引用 

 



89 

 

４．自動車業界における取組動向 

一般社団法人日本自動車工業会が発表した中長期ロードマップのなかでは、2030 年に再

生プラスチック供給量を年間 2.1万 tonとすること、2035年にはサステナブル・プラスチッ

クの利用率を 15%以上とすること、2040 年にはサステナブル・プラスチックの利用率を

20%以上とすることを目標として掲げている。そのため、2026 年～2030 年にかけては動静

脈一体となった品質・供給の基盤づくり、2031年から 2035年には再生材の本格採用と各種

技術の進展、2036 年以降は他産業品やケミカルリサイクル品等の活用拡大を進めていく方

針としている。 

2025 年 2 月には、自動車における重量ベースの使用量が多い樹脂として、ポリプロピレ

ン（汎用 PP、複合強化 PP）に関して、静脈産業の評価・測定能力を考慮し、目標値と評

価・測定方法を公表した。目標値は配合（PCR 比率、PCR 中の ELV 比率、PIR 比率）や密

度、8 項目にわたる性能等（引張降伏や曲げ強さ、弾性率など）でそれぞれ規定されてい

る。また、線膨張係数、成形収縮率、促進耐候性、促進耐光性、外観、異物に関して、評

価・測定方法を具体化している27。  

 
27 一般社団法人日本自動車工業会「再生材プラスチックの活用促進に向けた自工会の取組みについて－汎

用 PP、複合強化 PPの目標値公表-」（2025年 3月最終確認） 
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５．関係主体の連携プロジェクト（技術開発、実証） 

５.１  内閣府（戦略的イノベーション創出プログラム） 

内閣府が実施する戦略的イノベーション創造プログラム（Cross-ministerial Strategic 

Innovation Promotion Program：SIP）の第 3 期（令和 5 年から）では、「サーキュラーエコノ

ミーシステムの構築」が取組課題として設定されている。 

同課題では、Society5.0 として目指すべき「国民の安全と安心を確保する持続可能で強靭

な社会」「サイバー空間とフィジカル空間の高度融合」の実現を目的に、素材、製品、流通、

回収、分別、リサイクルの各段階のプレイヤーがデジタルを介した効率的な連携を実現す

ると同時に、それらを加速化させるためのイノベーティブな技術開発や環境構築（循環配

慮設計）を行うことにより、アップグレード可能なプラスチックのサーキュラーエコノミ

ーを世界に先駆けて構築することを目指している。10 年後を目処に、サーキュラーエコノ

ミーの概念が広く受容され、経済合理性に目途が付いた循環型バリューチェーン・ビジネ

スモデルの構築、企業・消費者の行動変容と社会的受容性の醸成、サーキュラーエコノミ

ーに適応したビジネスモデルへの移行を促すルール形成等の成立することを想定し、以下

の 5 つのミッションに取り組んでいる（図表 83）。 

 

図表 83 SIP「サーキュラーエコノミーシステムの構築」における 5つのミッション 

 
（出所）内閣府科学技術・イノベーション推進事務局「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）サ

ーキュラーエコノミーシステムの構築 社会実装に向けた戦略及び研究開発計画」

（https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sip_3/keikaku/circulareconomy.pdf）より引用 

 

同課題では、3 つのサブ課題を設定している。1 つ目は「循環市場の可視化・ビジネス拡

大を支えるデジタル化・共通化」であり、既述のミッションのうち、1、4、5 に対応する

ものである。循環市場における情報の可視化を可能にするプラスチック情報流通プラット

フォームの構築及び流通すべき情報に関するルール整備を行い、素材・製造・流通・消

費・分別・リサイクルの資源循環をデジタル情報でつなげることで、再生材料の利用を促

進する仕組みの導入を目指すものである。 

2 つ目は、「資源循環の拡大を促す動静脈・静動脈連携」であり、ミッション 2、4、5 に

対応する。高品質な再生材の低コスト・安定的な供給を行うため、使用済プラスチックや、

自治体との協力による回収プラスチックの分別・供給システムを開発する。また、現時点
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では再資源化が困難であるものの、潜在的な再資源化ポテンシャルの高い繊維、衣類、建

築資材由来の再生プラスチックの供給増を進めるための動静脈・静動脈連携モデルの構築

を目指すものである。 

3 つ目は「循環性向上と可視化のためのプラットフォーム整備」であり、ミッション 3、

4、5 に対応する。放射光等の活用により、循環性の向上・可視化のための環境試験・診

断・高性能トレーサーの開発を行うプラットフォームを構築し、世界に先駆けた水平リサ

イクルを可能とすること、国内外の再生材の物性データ等を収集・分析して再生材のデー

タバンクを構築するとともに、産学官が連携して、再生材料の保証・認定に繋がるデータ

の仕様、利活用法等について検討すること、ELV 規則案による自動車への再生プラスチッ

ク利用の数量目標への対応として、自動車に適用可能な高品質な再生について検討するこ

ととしている（図表 84、図表 85）。 

 

図表 84 SIP：サーキュラーエコノミーシステムの構築におけるサブ課題 

 
（出所）内閣府科学技術・イノベーション推進事務局「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）サ

ーキュラーエコノミーシステムの構築 社会実装に向けた戦略及び研究開発計画」

（https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/sip_3/keikaku/circulareconomy.pdf）より引用 
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５.２  NEDO（革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発） 

NEDO では、2020～2024 年度にかけて「革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発」

に取り組んでいる。同事業では、社会で大量に発生している廃プラスチックに対して、高

度選別技術や新しい材料再生技術などを用いることにより、環境負荷を抑制しつつ高効率

なプラスチック資源循環システムを実現するための基盤技術を開発することとしている。 

同事業は 4 つの研究開発項目（①高度選別システム開発、②材料再生プロセス開発、③

石油化学原料化プロセス開発、④高効率エネルギー回収・利用システム開発）より構成さ

れている（図表 86）。 

また、アウトカム目標として、事業によって開発されたプラスチック再資源化システム

（高度選別システム、材料再生プロセス、石油化学原料化プロセス、高効率エネルギー回

収・利用システム)を早期実用化・普及させることによって、2030年までに、これまで国内

で再資源化されていなかった廃プラスチックのうち、年間約 86 万 ton がマテリアルリサイ

クル、87 万 ton がケミカルリサイクル、108 万 ton が高効率エネルギー回収・利用されるこ

とを通じて、廃プラスチックを新たに資源化し、我が国のプラスチック循環に貢献するこ

とを設定している。また、間接的な効果として、選別作業の人手不足の緩和や焼却処理施

設のメンテナンス頻度の半減を目指すとしている。 
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５.３  名古屋大学（NCC プラスチックリサイクル技術研究開発コンソーシ

アム） 

名古屋大学ナショナルコンポジットセンター（NCC）は、2023 年 10 月、持続可能な資

源循環社会の実現に向けて、自動車関連企業 12社とともに「NCCプラスチックリサイクル

技術研究開発コンソーシアム」を設立した（図表 87）。 

ASR を主とした使用済プラスチックのマテリアルリサイクル率の大幅な向上や、リサイ

クル炭素繊維を用いた低 LCA 技術の開発を目標としている。自動車に関するバリューチェ

ーンを構成する広範な事業者が参画し、ASR などの使用済プラスチックの再生利用技術や、

リサイクル炭素繊維を低 CO2 排出で成形する技術などの開発に取組むとしている28（図表 

88）。 

図表 87  NCC プラスチックリサイクル技術研究開発コンソーシアムの参画企業 

【参画企業一覧（五十音順）】 

 株式会社 ADEKA 
 内浜化成株式会社 
 株式会社栗本鐵工所 
 スズキ株式会社 
 東洋紡株式会社 
 トヨタ自動車株式会社 

 日産自動車株式会社 
 日本ガスケット株式会社 
 株式会社日本製鋼所 
 本田技研工業株式会社 
 三菱自動車工業株式会社 
 八千代工業株式会社 

（出所）NCCプラスチックリサイクル技術研究開発コンソーシアム資料より引用 

 

図表 88  NCC プラスチックリサイクル技術研究開発コンソーシアムの概要 

 
（出所）NCCプラスチックリサイクル技術研究開発コンソーシアム資料より引用  

 
28 国立大学法人東海国立大学機構 名古屋大学ナショナルコンポジットセンタープレスリリース（2025 年

2 月最終確認）（http://ncc.engg.nagoya-u.ac.jp/assets/images/news/press.pdf） 
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６．動静脈連携による新たな認証制度の取組 

６.１  日本プラスチック有効利用組合：心臓産業の会 

日本プラスチック有効利用組合は、1976 年 6 月にプラスチックの複合再生事業者を中心

とする全国組織として発足した。会員企業による再生加工技術の革新、新製品の企画、開

発、供給を通じて、再生プラスチック製品の普及と、プラスチックの有効利用推進、啓発

に取り組んでいる。 

同組合（会員企業）が有するプラスチックの再生加工技術は、資源の循環に直接貢献可

能なマテリアルリサイクルである。回収の「静脈産業」と創出の「動脈産業」との間で、

プラスチックを蘇らせ、循環させる重要な役割であることから、「心臓産業」とのコンセプ

トを打ち出している（図表 89、図表 90）。 

 

図表 89 「心臓産業」のコンセプト 

【心臓産業のコンセプト】 
①再生原料に使用するための「再生資源」の分別・回収の新たなサプライチェーンづくり 
②成型用材料に使用できる「再生原料」づくり（マテリアルリサイクル） 
③再生原料を用いて成型製品が求める性能の「成型用材料」づくり（コンバウンド） 
④プラスチック本来の良さを生かして市場のニーズに応える「成型製品」再生ものづくり 
（出所）日本プラスチック有効利用組合ウェブサイト（https://npy-japan.com/shinzou_industry/）（2025年 2

月最終確認）より引用 

 

図表 90 「心臓産業」の位置づけ 

 
（出所）日本プラスチック有効利用組合ウェブサイト（https://npy-japan.com/shinzou_industry/）（2025年 2

月最終確認）より引用 

 

2018 年には「心臓産業の会」を発足させ、2020 年からは動静脈連携により使用済プラス

チックの再製品化実証事業を開始した。この実証には、ブランドオーナー、製品製造者、

材料化・原料化事業者、産業廃棄物回収・処理事業者に加えて、バージン材メーカーが参

加した。2022 年には心臓産業の会主導の動静脈連携による再製品化実証の成果報告を行い、
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2023 年からは「再生プラスチック資源価値創造プロジェクト」として、再生プラスチック

の価値向上、そして再生プラスチックの利用拡大に向けた、新たな社会的仕組みの構築に

関する取組を実施している。 

 

６.２  一般社団法人サステナブル経営推進機構 

一般社団法人サステナブル経営推進機構は、Sustainable Plastics Initiative（通称： SusPla）

の事務局を担っている。既述の通り、プラスチックの供給者である再生プラスチック事業

者が設立した「心臓産業の会」メンバーが中心となって、「再生プラスチック資源価値創造

プロジェクト」を推進し、この成果である再生プラスチック事業所認証チェックリストを

もとに、新たな認証制度づくりを開始した（SPC（Sustainable Plastics Certification）認証制

度（仮））。 

SusPla では、SPC 認証（仮）の発展や普及をはじめとして、再生プラスチックの需要側

と供給側双方の対話の場を形成し、こうした活動を通じて、社会全体での再生プラスチッ

クの製品利用拡大を図ること、これをもって、我が国が世界に誇るものづくり技術、製品

の発展に寄与することを目的に設立された。 

プラスチック循環資源の再生について適正なマテリアルリサイクルシステムの要件を満

たす事業所もしくは工場を認証し、再生プラスチックの価値と信頼性を高め（ブランド化）、

使用者側（ブランドオーナー、プロダクター）の適正な価格評価と使用量の拡大につなげ、

併せてエンドユーザー（製品機能使用者）に再生プラスチックに関する理解を促進するこ

とを目指して、認証プログラムの開発を進めている。 

SPC認証は、2024年 12月時点でパイロット認証を開始（例えば、株式会社富山環境整備

や石塚化学産業株式会社がパイロット認証を取得）し、2025 年度からの本格運用を目指し、

動静脈連携による検討が進んでいる。認証基準の項目は、品質、安全、需給バランス、環

境に関する「共通項目」及び認証区分ごとの品質向上への取組を評価する「リサイクルプ

ロセス項目」で構成され、これらの項目は、必須項目と加点的な内容である選択項目の 2

種類に分かれている（図表 91）。また、認証には、必須項目を全て満たすことで取得可能

な「SPC Standard」に加えて、50%以上の選択項目を満たすことにより取得可能な「SPC 

Gold」という 2 つのレベルを設置し、事業者の取組がより正確に評価に反映できるよう制

度設計を行っている。 
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なお、第 3 条において、製造・輸出又は輸入の禁止・管理対象とされているプラスチッ

ク製品は、以下のようなものがある（図表 93）。容器包装に関連するものが多く、直接自

動車に使用されるものは少ないと想定されるが、今後の取組の進展は注視していく必要が

ある。 

 

図表 93 INC5のプラスチック製品（第３条）における製造・輸出又は輸入の禁止・管

理対象とされているプラスチック製品 

 Rinse-off cosmetic and personal care products containing intentionally 

added microbeads 

 Single-use plastic straws 

 Single use plastic beverage stirrers 

 Single-use plastic cutlery/utensils (forks, knives, spoons, chopsticks) 

 Single-use plastic food and beverage packaging made from EPS (expanded 

polystyrene), and XPS (extruded polystyrene) 

 Single-use plastic carrier bags 

 Oxo-degradable plastic products 

 Cigarette filters made with plastic 

（出所）Intergovernmental Negotiating Committee to develop an international legally binding 

instrument on plastic pollution, including in the marine environment “CHAIR’s TEXT” 

 

また、第 6 条では、条約締約国に対して、天然資源由来のプラスチックポリマーの生産

及び消費を削減・維持・管理し、消費を通じてプラスチック汚染が、持続可能な段階まで

削減するための目標を採択することを要求し、そのためにライフサイクル全体での措置を

講じることとしている。 

 

７.２  欧州 ELV 規則案 

欧州委員会は 2023 年 7 月、自動車の車両設計から生産、廃車までの過程における循環性

の向上に向けた ELV 規則案（Regulation on circularity requirements for vehicle design and on 

management of end-of-life vehicles）を発表した。現行の「ELV 指令（Directive on end-of-life 

vehicles）」と「自動車型式認証における再使用、再利用、再生の可能性に関する指令

（Directive on the type-approval of motor vehicles with regard to their reusability, recyclability and 

recoverability）」を 1 つにまとめ規則化することを提案したものである。 

ELV 規則案の提案のなかでは、既存の指令における問題点として、新車両の設計と生産

が欧州グリーンディールの目標に十分に貢献していないこと、使用済車両の扱いが炭素中

立や循環経済において最適とはいえないこと、ELV 指令の対象車両の多くが EU 内におけ

る適切な環境条件下で処理するために回収されていないため輸出される第三国での汚染に

つながっている恐れがあること、ELV 指令の適用範囲外にある車両の設計、生産、使用済

車両の処理に関して EU 全体で統一されたアプローチが存在せず潜在能力が十分活用され

ていないことを挙げている。 
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こうした背景から、同規則案では、部品の再利用や回収を促進する車両設計の推進、新

車生産に必要なプラスチックの 25％以上の再生プラスチックの利用（うち ELV 由来が

25％）、ELV由来の再生材の増産や品質・価値の向上（特に重要原材料、鉄、アルミニウム、

プラスチック等）、ELV 回収量の増加、事業者間の ELV 処理に係る公正なコスト負担配分

などを重点に置いている。 

2023 年 12 月までパブリックコメントが実施され、846 件の意見が寄せられた。欧州自動

車工業会からは、リサイクル材料の市場状況や技術的な障壁が十分に調査されていない可

能性があることに関する懸念を表明するとともに、自動車に影響を与える法的枠組み（廃

棄物管理や化学物質管理）に関して、一貫した法的枠組みを整理していくことを重視すべ

きとのコメントを行った。対照的に、欧州のリサイクル業界団体である EuRIC は、新⾞に

使⽤されるプラスチックの使⽤済みリサイクル含有量の⽬標が 25%に設定されたことを歓

迎した。欧州環境局からは、鉄やアルミニウム、希土類のリサイクル原料に関する目標値

設定の重要性が指摘された。 

欧州選挙後を挟んで、2025 年 1 月に欧州議会での審議が始まり、1 月 29 日に発表された

報告書草案（Draft Report）では、当初案に対して修正が提示された（図表 94）。特に、再

生プラスチックの利用に関しては、ELV 由来のみでなく、プレコンシューマー材に関して

も目標を設定すること、目標値をバイオ由来プラスチック・プレコンシューマー由来のプ

ラスチックを含めて 20%にすること、このうちの 15%は ELV由来のプラスチックにするこ

と等、当初案から数値の引き下げがされた。 

 

図表 94 再生プラスチック利用に関する欧州 ELV規則案の当初案と報告書草案 

当初案 報告書草案における修正 
（19）特に ELV からのプラスチックのリサ
イクル率が低いこと、プラスチック廃棄物
の処理による負の悪影響を考慮すると、自
動車でリサイクルプラスチックの採用を増
やすことが適切である。 
この目的のため、新車にはポストコンシュ
ーマー材からリサイクルされたプラスチッ
クの義務的目標を含める必要がある。 
各車種にはポストコンシューマー材からリ
サイクルされたプラスチックが 25%含まれ
ている必要がある。 
このうち、25%は ELV 由来からリサイクル
されたプラスチックを含めることによって
達成する必要がある。 
（後略） 

（19）特に ELV からのプラスチックのリサ
イクル率が低いこと、プラスチック廃棄物
の処理による負の悪影響を考慮すると、自
動車でリサイクルプラスチックの採用を増
やすことが適切である。 
この目的のため、新車にはプレコンシュー
マー及びポストコンシューマー由来の廃棄
物からリサイクルされたプラスチックの義
務的目標を含める必要がある。 
各車種には、バイオ由来プラスチックを含
む、プレコンシューマー及びポストコンシ
ューマー材からリサイクルされたプラスチ
ックが 20%含まれている必要がある。 
このうち、15%は ELV からリサイクルされ
たプラスチックを含めることで達成する必
要がある。 
（後略） 

（出所）European Parliament “DRAFT REPORT on the proposal for a regulation of the European Parliament and 

of the Council on circularity requirements for vehicle design and on management of end-of-life vehicles, amending 

Regulations (EU) 2018/858 and 2019/1020 and repealing Directives 2000/53/EC and 2005/64/EC”（2025 年 1 月 29

日）をもとに MURC 仮訳・抜粋 
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８．今後のプラスチックのリサイクル促進に向けた期待 

本章では、プラスチックの資源循環に関わる関係主体による様々な取組について、ルー

ル整備や産学官のパートナーシップ形成の動向、主な研究プロジェクトや業界主導の取組

について最新動向を整理した。 

今後、こうした取組を通じて、自動車分野での再生プラスチックの活用に向けた動静脈

による循環資源の品質の摺り合わせや、品質向上に向けた選別・改質技術の向上、使いこ

なし技術の高度化、解体・選別・回収の促進による供給体制の強化等が進展し、使用済自

動車由来の再生樹脂市場の発展につながることが期待される。また、資源有効利用促進法

の改正や再資源化事業等高度化法の施行といった新たなルール整備によって、再生資源の

需要創出や流通活性化に資するよう、制度の普及と円滑な運用実現が望まれる。 

これに加えて、将来的には、自動車に使用する材料の見直しや循環配慮設計のさらなる

社会実装により、バリューチェーン全体での負担を減らしていくことや、全体最適化によ

り循環するプラスチックの量を一層増加させるのみでなく、その環境性能や貢献分を可視

化し付加価値向上に繋げることが期待される。 
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VII. 情報発信セミナーの開催 

１．セミナーの開催内容 

１.１  開催概要 

企画運営に際しては、主な聴講対象は中部地域の企業や関係団体であり、開催目的はサ

ーキュラーエコノミーに関する国内外最新動向や水平リサイクルの実現事例などを紹介す

ることで、サーキュラーエコノミーに関する理解の促進に加え、サーキュラーエコノミー

によるビジネスの高度化に向けた機運醸成を図ることである点に留意した。 

運営にあたっては、講師への登壇に係る手配（旅費及び謝金の支払等）、司会、参加者の

サポート、進行の補佐を務めるスタッフの配置等、必要な人員を配置した。また、運営マ

ニュアル（当日の事務作業・役割分担・留意事項等をとりまとめたもの）及び進行台本等

を作成した。 

終了後は、参加者に対するアンケートを実施し、その集計及び分析を行った。 

 

１.２  会場準備等 

会場選定に際しては、対面及びオンライン（Microsoft Teams の使用を想定）を併用した

ハイブリッド形式で開催することを念頭に名古屋駅近辺の会場（100 名規模）を確保した。 

 

１.２.１  プログラム検討 

当日のプログラム（図表 95）を検討・整理した。 

図表 95 プログラム 
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１.３  広報準備 

セミナーを周知するためのチラシ（図表 96）を電子媒体で作成し、以下の方法により発

信した。 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 公式 HP での広報活動に加えて、当社

独自のネットワークを活用した広報活動を実施した。具体的には親会社である三菱 UFJ 銀

行東海公務部の協力も得て、中部地域を中心に自治体や企業に対するセミナーの個別案内

を電子メール等で実施した。 
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図表 96 チラシ 

（表面） 
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（裏面） 
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２．セミナーの開催結果 

２.１  開催結果概要 

○事前申込み  465名（会場 92名、オンライン 373名） 

○当日参加者数 373 名（会場 68 名、オンライン 305 名※申込なしを含む。オンラ

インは最大同時アクセス数） 

 

２.１.１  当日の様子 

図表 97 写真（開会挨拶） 
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図表 98 写真（講演 1：『成長志向型の資源自律経済の確立に向けた取組について』） 

 

 

図表 99 写真（講演 2：『トヨタにおけるサーキュラーエコノミーへの取組み』） 
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図表 100 写真（講演 3：【事例紹介】『東海道新幹線におけるアルミニウム合金の水平リ

サイクルに関する取組み』） 

 

 

図表 101 写真（講演 4：『再資源化事業等高度化法等の動向』） 
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図表 102 写真（閉会） 

 

 

図表 103 写真（名刺交換） 
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２.２  参加者アンケート 

２.２.１  調査概要 

調査は以下の通り実施した（図表 104）。 

 

図表 104 参加者アンケート概要 

調査対象 セミナー参加者 

調査期間 2025.2.17～2025.2.21 

調査項目 「サーキュラーエコノミー最新動向セミナー2025」について 

配布・回収数 192 名／373 名（回答数/参加者） 回収率 51.5％ 

※セミナー参加者 373 名 

（現地 68名、オンライン 305 名（最大同時アクセス数）） 

 

２.２.２  集計結果（自由記述については主な回答のみ抜粋） 

（1）所属する組織の業種をお聞かせください。 

「製造業」の割合が最も高く 63.5%である。次いで、「その他（16.7%）」、「学術研究、専

門・技術サービス業（8.9%）」である（図表 105）。 

図表 105 所属する組織の業種 

 

 

63.5%

8.9%

3.1%

3.1%

2.1%

1.6%

1.0%

16.7%

製造業

学術研究、専門・技術サービス業

建設業

卸売業・小売業

金融業・保険業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

合計 製造業 建設業
電気・ガス・熱

供給・水道業
情報通信業 卸売業・小売業 金融業・保険業

学術研究、専

門・技術サービ

ス業

その他

192 122 6 2 3 6 4 17 32

100.0% 63.5% 3.1% 1.0% 1.6% 3.1% 2.1% 8.9% 16.7%
合計
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【その他回答】 

官公庁／自治体(7 名) ／公益財団法人(2 名) ／公益法人／公的機関 

／団体(2 名) ／業界団体／中小企業支援機関／コンサル、調査会社／コンサルタント業

／リサイクル業(5 名)／総合リサイクル業／金属リサイクル業／産業廃棄物処理業(4 名) 

／運輸業／商社／土木 

 

（2）今回のセミナーに参加した目的は何ですか。（関心分野を教えてください） 

「自動車業界の最新動向」の割合が最も高く 73.4%である。次いで、「国内の政策動向

（71.4%）」、「アルミ水平リサイクルの事例紹介（30.7%）」である（図表 106）。 

 

図表 106 今回のセミナーに参加した目的 

 

【その他回答】 

 廃棄物管理者としてサーキュラーエコノミーの最先端の動向を知りたかった 

 海外の動向 

 SE 知識向上 

 CE 取組事例 

 サーキュラーエコノミーの動向探索 

71.4%

73.4%

30.7%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

国内の政策動向

自動車業界の最新動向

アルミ水平リサイクルの事例紹介

その他

合計 国内の政策動向
自動車業界の最

新動向

アルミ水平リサ

イクルの事例紹

介

その他

192 137 141 59 6

100.0% 71.4% 73.4% 30.7% 3.1%
合計



112 

 

（3）上記の質問で「国内の政策動向」をお選びいただいた方は、具体的に関心が

ある政策について教えてください。 

「資源有効利用促進法」の割合が最も高く 65.2%である。次いで、「再資源化事業等高度化

法（53.3%）」、「サーキュラーエコノミー移行に向けた投資支援策（51.1%）」である（図表 

107）。 

 

図表 107 具体的に関心がある政策 

 

 

 

  

合計
サーキュラー

パートナーズ

資源有効利用促

進法

サーキュラーエ

コノミー移行に

向けた投資支援

策

再資源化事業等

高度化法
その他

135 62 88 69 72 6

100.0% 45.9% 65.2% 51.1% 53.3% 4.4%
合計

45.9%

65.2%

51.1%

53.3%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

サーキュラーパートナーズ

資源有効利用促進法

サーキュラーエコノミー移行に向けた

投資支援策

再資源化事業等高度化法

その他
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（6）（5）について理由を教えてください。 

【「満足」「やや満足」と回答した主な理由】 

（内容） 

 政策の動向と具体的な事例を聞くことができ、イメージが湧いたため。一部未確認

の情報を入手する事ができた。 

 弊社が現在取り組んでいる事業と方向性が合致しており今後連携により事業の加速

化が見込めそう。 

 経産省と環境省の二つの視点から同時に話を聞けるいい機会だった。 

 経産省、環境省の国内の政策動向から、トヨタ自動車、JR 東海の樹脂とアルミのリ

サイクル状況の幅広い情報を得ることが出来たため。 

 産業界の CEへの関心の高さを会場･オンラインの様子からうかがい知ることができ

た。 

 一社だけでは難しい部分があると改めて感じた。コスト面においては、中小企業に

はとても余裕がない。理想と現実の差を改めて感じた。 

 国の政策動向をまとめて担当者の口から直接説明いただく貴重な機会であった。 

 サーキュラーエコノミーに対する、先端企業や政策の動向を知れたと同時に、自社

意識との乖離の認識から危機感を感じることができた。 

 サーキュラーパートナーズを知ることができた。 

 知りたかった自動車業界での欧州規制対応の検討状況を知る事が出来た。 

 講演者と名刺交換して話ができた。 

 もう少し未来感が有るのかと期待していた。 

 事例の数が少なかった。もう少し広い範囲（食品、プラスティック等）の事例が欲

しかった。 

 質疑時間が少なかった。 

 

【「普通」と回答した主な理由】 

 予測内容でほぼ期待通りだった。 

 水平リサイクルの取組が紹介されていたので良かったが、他の多くの実例も拝見し

たい。取組やすい実例も紹介してほしい。 

 材料系のサーキュラーエコノミーについて知りたかったが、趣が少し違っていたか

もしれない。 

 自動車業界以外の話を聞けたのは良かった。 

 

【「やや不満」「不満」と回答した主な理由】 

 もっと具体的な内容を期待したが、概要的なものが多く、既知の情報と比べて目新

しいものが少なかった。 
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（8）今後セミナーで聞いてみたい内容があれば教えてください。 

「素材のリサイクル技術」の割合が最も高く 71.4%である。次いで、「国内の業界・団体の

動向（66.1%）」、「企業における先進事例（63.5%）」である（図表 111）。 

 

図表 111 今後セミナーで聞いてみたい内容 

 

 

【その他回答】 

 意図しない化学物質についての判断 

 中小企業の取組事例 

 電池循環 

 サーキュラーエコノミーの動向 

 間接材（製品そのものには含まれないが、製造過程で間接的に使用されるモノ）の

サーキュラーエコノミー 

  

合計 国内の政策動向
国内の業界・団

体の動向

海外の動向、法

律、規制等

企業における先

進事例

素材のリサイク

ル技術
その他

192 92 127 102 122 137 6

100.0% 47.9% 66.1% 53.1% 63.5% 71.4% 3.1%
合計

47.9%

66.1%

53.1%

63.5%

71.4%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

国内の政策動向

国内の業界・団体の動向

海外の動向、法律、規制等

企業における先進事例

素材のリサイクル技術

その他
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（9）上記の質問にて「素材のリサイクル技術」をお選びいただいた方はご希望の

分野があれば教えてください。 

「樹脂」の割合が最も高く 79.3%である。次いで、「アルミ（42.2%）」、「銅（36.3%）」であ

る（図表 112）。 

 

図表 112 セミナーで聞いてみたい内容（素材のリサイクル技術の分野） 

 

【その他回答】 

炭素繊維／衣料／繊維系／非鉄金属／廃プラスチック類／磁石／磁石（レアアース）／

油／基盤、バッテリー／電子基板、マグネシウム／バイオマス／木材・海藻関係／シリ

カ、金属シリコン／ゴム、繊維／廃液からの金属抽出／電池 

 

  

合計 樹脂 鉄 銅 アルミ その他

135 107 43 49 57 17

100.0% 79.3% 31.9% 36.3% 42.2% 12.6%
合計

79.3%

31.9%

36.3%

42.2%

12.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

樹脂

鉄

銅

アルミ

その他
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（10）その他、本セミナーへのご感想があれば自由にお書きください。  

（主な回答内容） 

（内容） 

 定期的に情報発信をお願いしたい。 

 非常に意味があると思います。事例発表の機会を設けさせて頂いてもよろしいかと

思いました。 

 現地参加で皆さんの関心度が高いことが伺えた。 

 未来を見通した取組が必要だと再認識する機会となった。 

 再資源化事業等高度化法の詳細が定まった段階で再度開催してほしい。 

 本日は大企業が２社登壇されましたが、先進的に取り組んでいる中小企業の話やサ

ーキュラーエコノミーの動向が中小企業に与える影響等、是非聞いてみたい。 

 グローバルでの自動車業界の再生材利用についてレギュレーションを知れた。 

 サーマル（あるいは単純焼却）に回ってしまっているモノの中にも、マテリアルリ

サイクル可能な廃棄物は多くあるという点。そこを改善するために何をすべきか、

課題と対応策について議論するようなセミナーがあるとうれしい。 

  
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（様式２）二次利用未承諾リスト 

 

頁 図表番号

12 図表 8

13 図表 9
14 図表 10
18 図表 13
19 図表 14
19 図表 15
20 図表 16
21 図表 17
22 図表 18
22 図表 19
24 図表 20
25 図表 21
26 図表 22
26 図表 23
28 図表 24
28 図表 25
29 図表 26
30 図表 27
30 図表 28
31 図表 29
32 図表 30
33 図表 31
34 図表 32
37 図表 34
38 図表 35
39 図表 36
40 図表 37
42 図表 39
43 図表 40
45 図表 41
46 図表 42
87 図表 80
88 図表 81
88 図表 82
92 図表 83
91 図表 84
92 図表 85
94 図表 86
95 図表 87
95 図表 88
96 図表 89
96 図表 90
98 図表 91
98 図表 92
99 図表 93
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「心臓産業」の位置づけ

SPC認証制度の概要

INC5における合意形成の状況（条文別）

第五次循環型社会形成推進基本計画における自動車リサイクルに関連する4点の取組

一般社団法人Circular Coreの事業内容

一般社団法人Circular Coreの参画企業

特定重要物資の主な支援措置内容及び認定済計画数（令和7年2月末時点）

リスクマネー支援強化の方向性（イメージ図）

NEDO次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発の研究開発内容

国立研究開発法人産業技術総合研究所（リマン推進コンソーシアム）の会員

NEDO（アルミニウム素材高度資源循環システム構築事業）における研究開発課題及び実施体制

NEDOアルミニウム素材高度資源循環システム構築事業の目標及び研究開発内容

アルミニウム展伸材における循環使用率の向上の道筋

アルミニウム技術戦略ロードマップ（2022）における3つの柱

公益財団法人自動車リサイクル高度化財団の助成事業（直近5年度のアルミニウム・プラスチックの回収にかかるもの（抜粋））

資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律での認定事業

二次利用未承諾リスト

富山循環経済モデル創成に向けた産学官民共創拠点の研究開発課題

中長期ロードマップ（一般社団法人日本自動車工業会）

一般社団法人日本自動車部品工業会「CE立上げ準備チーム」の活動目的

日本におけるアルミニウムのマテリアルフロー（2016年）

自動車向けアルミニウム製品用途別需要構成（2021年）

とやまアルミコンソーシアムの事業内容

富山循環経済モデル創成に向けた産学官民共創拠点の体制図

SIP「サーキュラーエコノミーシステムの構築」における5つのミッション

SIP：サーキュラーエコノミーシステムの構築におけるサブ課題

各サブ課題における達成目標

磁石リサイクル連絡会概要

NEDO革新的プラスチック資源循環プロセス技術開発の目標及び研究開発内容

NCCプラスチックリサイクル技術研究開発コンソーシアムの参画企業

自動車向け再生プラスチック市場構築のための産官学コンソーシアムの目指す姿（イメージ）

自動車向け再生プラスチック市場構築アクションプラン全体概要

自動車向け再生プラスチック市場構築に向けた課題と解決に向けたアクション

報告書の題名

「自動車産業のサーキュラーエコノミーへの移行に向けた中期的アクションプラン作成に関する調査事業」調査報
告書

委託事業名

令和６年度技術開発調査等推進事業（自動車産業のサーキュラーエコノミーへの移行に向けた中期的アクションプ
ラン作成に関する調査事業）

受注事業者名

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 名古屋

特定重要物資として指定された12品目

永久磁石に係る安定供給確保を図るための取組方針での基本的な方向性

NCCプラスチックリサイクル技術研究開発コンソーシアムの概要

「心臓産業」のコンセプト

INC5のプラスチック製品（第３条）における製造・輸出又は輸入の禁止・管理対象とされているプラスチック製品

再生プラスチック利用に関する欧州ELV規則案の当初案と報告書草案

ウラノス・エコシステムと連携したCMPの実現イメージ

CMP構築に向けた想定スケジュール（案）

令和5年度自動車リサイクルにおける再生材利用拡大に向けた産官学連携推進事業の選定結果

国立研究開発法人産業技術総合研究所（リマン推進コンソーシアム）の事業内容

ウラノス・エコシステムにおけるサプライチェーンデータ連携基盤の構造

タイトル

NEDO次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発の体制（2021年度）

NEDO部素材からのレアアース分離精製技術開発の目標及び研究開発内容

第五次循環型社会形成推進基本計画で掲げられた5つの方向性



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度技術開発調査等推進事業 

 

 

自動車産業のサーキュラーエコノミーへの移行に向けた 

中期的アクションプラン作成に関する調査事業 
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委託先：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 

 

※無許可の転載・掲載を禁じます。 

 

 




